
　臨時国会は１０月１９日に召集され、解散時期を睨み
ながら特例公債法案や選挙制度改革法案が課題とさ
れた。１１月１４日に行われた党首討論で野田首相は、
衆院小選挙区の「１票の格差」是正と定数削減を自
民党が確約すれば、１６日に衆院を解散する考えを表
明。自民党がその後の協議で野田首相の提案に協力
することを決め、１６日衆院解散が固まった。総選挙
日程は１２月４日公示、１６日投開票と決定。これを受
けて民主党に見切りをつけて離党する衆院議員が続
出し、衆院の単独過半数割れが確実となった。社会
保障制度改革国民会議については、委員や議題を検
討する３党の実務者協議が１５日に開催された、月内
立ち上げで合意。

財務財務省省
７０－７４歳の患者負担など「効率化」の議論本
格化／財務省
　財務省は１０月１５日の「財政について聴く会」（財政
制度等審議会財政制度分科会の後継組織、会長＝吉
川洋・東京大大学院教授）で、社会保障・税一体改

京都保険医新聞

３

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１６１号

２０１２年（平成２４年）1１月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８４０号

今月の主な動き

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３３～３６ページ
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。
※法律相談室は必要な時に随時開催いたします。お申込は協会・総務部まで。

場　　所開始時間行　　　事

ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時
シリーズ・ほんとに日本は大丈夫？
「マイナンバー導入で、ほんとに日本は大丈夫？」

１日土

午後２時各部会４日火
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会７日金
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時３０分コミュニケーション委員会８日土
乙訓医師会会議室午後２時乙訓医師会との懇談会１０日月
ルームＡ午後２時定例理事会１１日火
アミス午後２時建築士との無料相談日１２日水
プラザホテル吉翠苑午後３時１５分与謝・北丹医師会との懇談会１５日土
ルームＡ午後２時定例理事会１８日火
ルームＡ午後２時金融共済委員会１９日水

午後１時ファイナンシャルプランナーとの無料相談日
２０日木 ルームＡ午後２時保険講習会Ａ

アミス午後２時雇用管理無料相談日

ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時
シンポジウム「『人体の不思議展』は何だったか」
～私たちが明らかにしたこと～

２２日土

アミス午後２時税理士との無料相談日２６日水
ルームＡ午後２時医事担当者連絡会議２７日木

　
月
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場　　所開始時間行　　　事
京都ホテルオークラ午後２時３０分左京医師会との懇談会１月１２日土
メルパルク京都５階午後２時１５分第１８４回定時代議員会１月３１日木

今
後
の
予
定



革に盛り込まれた社会保障の「効率化策」を確実に
実施する必要性を訴えた。大きな論点として、７０－
７４歳の患者負担見直しや、被用者保険の高齢者支援
金に対する総報酬割の拡大などを提示。年末の予算
編成に向け、社会保障費の扱いをめぐる議論が本格
化した形だ。
●後発品促進や国保組合補助見直しも
　一体改革では、２０１５年度に必要な公費の所要額を
計算している。充実化として約３.８兆円を投じる一
方、効率化策で約１.２兆円を捻出するという試算で、
差し引き約２.７兆円だ。“効率化があった上での充実
化”という観点から、財務省は「７０－７４歳の患者負
担を２割に引き上げ」「総報酬割の拡大」のほか、
「後発医薬品の促進と医薬品の患者負担見直し」「国
保組合に対する国庫補助の見直し」の４点を、「一体
改革大綱に盛り込まれた主な効率化策」として提示
した。高齢者支援金の総報酬割は１３年度予算編成に
関係するほか、７０－７４歳の自己負担割合は１２年度第
一次補正予算案の策定に関係しており、早急な意思
決定が必要となる。
●７０－７４歳「２割」が意見の大半
　会合では７０－７４歳の患者負担を「ほぼ全員が２割
にすべきという考えだった」（田近栄治会長代理＝一
橋大国際・公共政策大学院教授）という。ただ、欠
席した委員が提出した意見書では、見直しについて
「慎重な議論が必要」とするものもあったようだ。
　後発品の使用促進では財務省が、後発品のある先
発品が全て後発品に置き換わった場合の医療費への
影響額を示した。医療費総額で１兆５３００億円、国費
ベースで４０００億円の削減が可能というもので、後発
品の促進に強い意欲を示した恰好だ。
●軽度者介護の給付見直しも
　財務省は介護保険についても問題意識を示した。
医療保険が順次自己負担割合を引き上げていること
に対し、介護保険の自己負担割合は１割で推移して
いる点について、負担割合の見直しを提案。軽度者
介護の給付見直しなども指摘した。
　会合では「重点化・効率化を前提に充実分の財源
が確保されている。充実だけが先行することがない
ようにすべき」など、一体改革で示された効率化を
着実に進展する必要性を示す意見が多く出た。総報
酬割については、対象とする支援金の割合を拡大す
る財務省案に対し、健保組合の負担割合が増える観
点から反対論も出たようだ。同会は１１月末をめどに
報告書をまとめる。（１０/１６MEDIFAXより）

生活保護見直しで「後発品原則」「一部負担」
／財務省が論点
　財務省は１０月２２日の「財政について聴く会」に、
生活保護制度の見直しに向けた論点として、後発医
薬品使用の原則化と、翌月償還を含む一部自己負担
の導入を示した。後発品の原則化については一部の
委員が「生活保護受給者に決め打ちして原則化はお
かしい」という疑義を唱えた。
　生活保護受給者への後発品使用原則化は、行政刷
新会議が２０１１年１１月に実施した「提言型政策仕分け」
の取りまとめにも盛り込まれており、民主党内でも
同様の主張がある。会合では財務省の提案に対し「生
活保護の人に決め打ちするのはおかしい。医療制度
改革全体の中で適応すべき」という意見が出た。た
だ、「考え方全体として、方向性は同じだった」（田
近栄治会長代理＝一橋大国際・公共政策大学院教授）
という。
　一部自己負担の導入については、提言型政策仕分
けのまとめでは、翌月償還を前提としたものだった。
会合で示した財務省の提案では、翌月償還を「含む」
となっている。翌月に患者に償還されず実質的な自
己負担の可能性もあるかのように読める書きぶりだ
が、この点について田近会長代理は会合後、「生活保
護における医療扶助は現物支給。翌月に精算されて
戻ってくる。ただ、当月に一部は負担してもらうこ
とで価格意識を持ってもらうということ。含むでは
なく、翌月に精算されるという理解」と説明し、翌
月に償還されないケースはないとの認識を示した。
　財務省主計局も「基本的には、行政刷新会議の結
論（翌月償還を前提とした一部自己負担）をイメー
ジしている。本質的な違いはない」と説明した。
　財務省は生活保護の論点として医療扶助のほか、
生活扶助、住宅扶助などで全９項目示しており、田
近会長代理は「生活保護を受ける人が適切に受ける
という精神から考えて、ここで議論した適正化が必
要だというおおむねの議論を得た」と述べた。一部
負担についても反対意見はなかったという。
（１０/２３MEDIFAXより）

生活保護で一部自己負担導入「慎重な検討が
必要」／三井厚労相
　三井辨雄厚生労働相は１０月２３日の閣議後会見で、
生活保護受給者への医療費の一部自己負担導入は受
診抑制につながる可能性もあり、より慎重な検討が
必要との考えを示した。
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　生活保護制度については財務省が１０月２２日、「財政
について聴く会」で、同制度見直しに向けた論点と
して医療費の一部自己負担導入を挙げた。生活保護
受給者に価格意識を持ってもらう観点から、医療機
関窓口で医療費の一部を支払った上で翌月償還払い
される仕組みが俎上に載っている。
　三井厚労相は、生活保護制度の在り方について「財
政審でも（厚労省の）社保審でも議論している。議
論を踏まえた上で就労支援や不正受給などに関して
必要な見直しを検討する」とした上で、「医療扶助の
一部負担は受診抑制につながる可能性があり、より
慎重な検討が必要」と述べた。
●後発品使用の義務付け「難しい」
　生活保護受給者への後発医薬品使用の原則化が
「財政について聴く会」の論点に上っている点につい
ては、「生活保護の人だけに義務付けるのは難しいと
思う」との見解を示した。「後発品の使用推進は、義
務化とは違う」と指摘し、「良い物を安く使ってもら
うということだが、一般の人に義務付けていないも
のを生活保護受給者だけにということは、バランス
から見てもおかしい」と述べた。「財政について聴く
会」でも「生活保護受給者に決め打ちして原則化は
おかしい」との意見が出ている。
（１０/２４MEDIFAXより）

中医中医協協
診療側「日本版評価方法」の確立を／中医協・
費用対効果部会
　中医協・費用対効果評価専門部会（部会長＝関原
健夫・公益財団法人日本対がん協会常務理事）が１０
月３１日開かれ、診療側委員は患者が自らの健康状態
について答える評価指標は科学的ではないとして、
英国など海外で用いられている指標をそのまま使う
のではなく、日本独自の評価方法を考案すべきだと
の見解を示した。
　部会では、参考人から「ＱＡＬＹ（質調整生存年）」
の算出に用いられているＱＯＬ評価尺度「ＥＱ－５
Ｄ」や英国国立保健医療研究所（ＮＩＣＥ）での評
価プロセスについて説明を受けた。
（１１/１MEDIFAXより）

次回実調、「２年分調査」に一本化で合意／中
医協・調査実施小委
　中医協・調査実施小委員会は１０月３１日、次期診療

報酬改定に向けた医療経済実態調査（実調）で従来
の「６月単月調査」を廃止し、直近２事業年度の通
年調査（決算データ）に一本化することで診療側と
支払い側が合意した。２０１４年４月の次期改定は、消
費税率が８％に引き上げられる時期と重なるため、
中医協・消費税分科会の議論を踏まえて消費税に関
する調査項目も実調に盛り込む方向性を確認した。
調査実施小委は、なるべく早い時期に具体的な調査
票に基づく議論を進めていく予定だ。
（１１/１MEDIFAXより）

白川氏「悪質請求は詐欺罪で告発を」／厚労
省、１２年間で２０件
　健保連の白川修二専務理事（中医協委員）は１０月
３１日の中医協総会（会長＝森田朗・学習院大教授）
で、「患者をだまし診療報酬を巻き上げるような悪質
な不正請求を行った医療機関については、詐欺罪で
告発すべきだ」として厚生労働省の対応を強く求め
た。これを受け厚労省は、詐欺罪で告発した事例は
１９９７年度以降の１２年間で２０件あったことを明らかに
した。
　総会では、東京医科大茨城医療センターが１２月に
大学病院としては異例の保険医療機関取り消し処分
を受けることを踏まえて、事務局の保険局医療課医
療指導監査室が保険医療機関に対する指導・監査の
現状について説明した。白川委員は、保険医療機関
の多くは算定ルールを守っていると理解していると
述べた上で、一部には非常に悪質な不正請求・架空
請求・二重請求を行う医療機関が存在すると指摘。
「弱い立場の患者をだまして不当な診療報酬を巻き
上げる詐欺行為と思わざるを得ない案件が非常に多
い」と述べ、こうした悪質事例への対応として厚労
省が捜査機関に告発した件数も少ないと批判した。
　医療指導監査室は、捜査機関への告発について、
犯罪があると認められる場合に加え、関係書類の焼
却・隠匿といった監査妨害や監査拒否があった場合、
過払い額の返還に応じない場合に告発すると説明し
た。
　白川委員は不正請求・不当請求が認められた場合
の保険者に対する過払い額の返還がほとんどなされ
ていないとも指摘し、悪質な医療機関の「やり得」
にならないよう指導強化を求めるとともに、返還額
についてもペナルティーを付けるべきとの考えを示
した。
　花井十伍委員（連合「患者本位の医療を確立する

京都保険医新聞

５

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１６１号

２０１２年（平成２４年）1１月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８４０号



連絡会」委員）は、患者への返還についても国が把
握している必要があると指摘した。
　診療側委員も悪質な事案に対する厳格な対応につ
いて異論は出なかった。ただ、鈴木邦彦委員（日本
医師会常任理事）は、１レセプト当たりの平均点数
が「高点数」であることを理由に行われる集団的個
別指導について問題意識を示した。診療報酬による
評価が高まっている在宅医療を提供する医療機関が
対象となりやすく、対象になったことを気にする医
師は多いとも指摘した。
●指導医療官不足も問題
　全国的に指導医療官が不足している現状について
安達秀樹委員（京都府医師会副会長）は、指導医療
官の採用に一定の臨床経験を求めることや臨床医と
比較して低い給与水準などが深刻な人手不足の原因
となっていると指摘した。泉陽子医療指導監査室長
も「全国的に大きな問題」との認識を示した上で、
人材確保に向けた働き掛けを進めていきたいと述べ
た。（１１/１MEDIFAXより）

「課税検討は税調」、各側で一致／中医協・消
費税分科会
　中医協「医療機関等における消費税負担に関する
分科会」（分科会長＝田中滋・慶応大大学院教授）が
１０月３１日開かれ、今村聡委員（日本医師会副会長）
は診療側委員の連名で、社会保険診療の消費税課税
に関する検討の場を中医協以外に設置することにつ
いて分科会の総意とするよう求める要望書を提出し
た。田中分科会長は、中医協の分科会は税に関する
要望書を上申する位置付けにはないと判断。中医協
の森田朗会長らに要望内容を伝えるにとどめるとし
た。ただ、政府税制調査会など中医協以外の場で課
税化に向けた議論を検討すべき、との要望内容につ
いては支払い側も賛同した。（１１/１MEDIFAXより）

消費消費税税
消費税課税へ「軽減税率」に併せ議論を／政
府税調で櫻井副大臣
　政府の税制調査会は１０月１９日、２０１３年度税制改正
の議論を開始した。厚生労働省のヒアリングでは櫻
井充副大臣が、事業税の非課税措置や四段階制の存
続に加え、医療に関する消費税の課税の在り方を検
討するよう要望。「消費税（全体）の軽減税率の議論
がされる場合に併せ、（医療についても）検討してほ

しい」と、医療に関する消費税の課税化とゼロ税率
の実現を求めた。一方、財務省の大久保勉副大臣は
会合終了後の記者会見で「基本的には中医協で議論
するのが原則」と答えた。
　厚労省は税制改正に向け、単独要望で４０項目、他
省庁と共同で６項目を要望する。会合では櫻井副大
臣が、代表的な９項目を説明した。
　櫻井副大臣は医療に関する消費税の課税の在り方
について「改正消費税法の中では、引き続き検討す
るとある」と指摘。「医療関係団体は、ゼロ税率、軽
減税率の導入を求めている。今後、消費税の軽減税
率の議論が行われる場合には、併せて検討をお願い
したい」と求めた。政府税調の場で、消費税課税化
のボールを初めて投げた格好だ。
　この部分について会合では議論にならなかった
が、財務省の大久保副大臣は終了後の記者会見で「今
後の議論だが、基本的には中医協」という立場を取
った。軽減税率については「議論されるが、中心的
な場所は、まず民主党の税調。そして３党協議」と
指摘。政府税調は「その議論を見守る」との認識を
示した。
●四段階制「多額の自由診療あり」は見直しも
　四段階制（社会保険診療報酬の所得計算の特例措
置）の存続について櫻井副大臣は、１１年、会計検査
院から見直しを指摘されたことを受け、制度の適応
状況を精査したと説明。その結果「廃止された場合、
事業が継続できなくなる恐れがあると回答した者
が、高齢者層と診療報酬２５００万円以下の小規模医療
機関層では約５－６割と高い」と継続の必要性を訴
えた。「自由診療部分があまりに多い場合は検討が必
要なのはその通り」とも述べ、多額の自由診療収入
があっても特例を適用しているケースの見直しは妥
当という認識も示した。
　医業継続に関する相続税・贈与税の納税猶予の特
例措置創設や、高額な医療用機器の特別償却制度の
適用期限延長、たばこ税の引き上げなども求めた。
　研究開発税制（総額型）の税額控除限度額を、２０％
から３０％に引き上げることも求めた。櫻井副大臣は、
製薬産業は納税額が高く不況にも強いと説明し「４
月の薬価（通常）改定でも５０００億円の減額をした。
また、後発医薬品を３割に積み増ししろなど、先発
メーカーにとって非常に不利なことがずっと続いて
いる。先発メーカーを元気にしていくためには、税
制上の何らかの優遇措置が必要だ」と強調した。
　政府税調は、党税調や各党間での議論を踏まえつ
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つ検討を続け、政務折衝などを経た上で、年末に税
制改正大綱をまとめる。（１０/２２MEDIFAXより）

医療医療費費
医療保険国庫負担、自然増踏まえ３.３％増／１３
年度８兆９７００億円要求
　厚生労働省が２０１３年度予算概算要求で医療保険給
付費などの国庫負担について、１２年度当初予算に比
べて３.３２％増となる８兆９７０９億円を計上しているこ
とが分かった。同省は１０月１６日に１１年度の政策評価
結果を公表。政策評価の結果や医療費国庫負担の自
然増などを踏まえて、１３年度予算で増額を求めた。
　１１年度の医療保険制度の運営について実績評価を
行った有識者は、現状分析として▽経済情勢が厳し
い中、保険者による医療費適正化の推進、保険料・
国庫補助率の引き上げによって、できる限り効率的・
安定的な財政運営を図る努力が行われた▽事務の効
率化推進について、保険者、審査支払機関ともに有
効な取り組みが行われている―との評価を示した。
今後の方向性については、保険者の所得格差を踏ま
えた財政基盤の強化や保険者機能の強化を進めると
ともに、効率化を進めることが重要と指摘した。
●「指標の追加」１３年度計画で検討
　施策目標に設定した「適正かつ安定的な医療保険
制度を構築する」には、７つの評価指標がある。政
策評価を行った学習院大の遠藤久夫教授は、このう
ち「赤字保険者の割合」「医療保険制度ごとの経常収
支」「医療保険制度ごとの保険料収納率」は経済状況
の影響を強く受けるため指標として問題があると指
摘。「電子レセプトに対応している保険者数の割合」
「レセプトの電子化」については、実績値の多くが
９０％を超えており、新たな指標を追加すべきとの意
見を示した。厚労省はこれらの指摘を受けて、１３年
度の計画を策定する際に検討するとした。
（１０/１７MEDIFAXより）

民主・厚労部民主・厚労部門門
７ワーキングチームの役員決定／民主・厚労
部門会議
　民主党の厚生労働部門会議（岡本充功座長）は１１
月１日、新執行部発足後初となる会合を開き、部門
会議の下に設ける医療・介護など７つのワーキング
チーム（ＷＴ）の役員を決定した。

　医療・介護ＷＴは、座長に辻泰弘参院議員、事務
局長に大久保潔重参院議員が就任。生活保護ＷＴは、
座長に足立信也参院議員、副座長に津田弥太郎参院
議員、事務局長に長尾敬衆院議員を充てた。各ＷＴ
は順次発足する。
　医療・介護ＷＴ、生活保護ＷＴ以外の５ＷＴの役
員は次の通り。
　【雇用ＷＴ】▽座長＝中川治▽事務局長＝川合孝典
【障がい者ＷＴ】▽座長＝津田弥太郎▽事務局長＝初
鹿明博【年金ＷＴ】▽顧問＝長妻昭▽座長＝藤田一
枝▽事務局長＝白石洋一【子育て支援ＷＴ】▽座長
＝和田隆志▽事務局長＝小西洋之【行政刷新・規制
改革ＷＴ】▽座長＝中野譲▽事務局長＝福田衣里子
（１１/２MEDIFAXより）

チーム医チーム医療療
チーム医療の安全性・効果で報告書／厚労省
　厚生労働省医政局医事課は１０月１９日、このほど取
りまとめた２０１１年度のチーム医療実証事業報告書を
同省ホームページで公表した。報告書は、採択され
た６８施設１１５チームによる▽急性期▽慢性期▽在宅
―など１１分野の取り組みについて、安全性や効果な
どの実証結果をまとめた。各チームが提出した報告
に対し、同省が「チーム医療推進会議」の下に設置
した「チーム医療推進方策検討ワーキンググループ
（ＷＧ）」の委員が、取り組み内容を評価し意見を付
記した。
　心臓血管外科での看護外来を中心とした専門看護
師（エキスパートナース）の周術期管理についての
報告では、実施したチームが「入院期間の短縮や経
済的効果は明らかにできなかったが、患者満足や職
種メンバー、チームメンバー以外の職種の満足度は
向上した」などの総括評価を示した。ＷＧ委員はこ
れに対し、エキスパートナースの具体的な活動をも
う少し詳述してほしかったとの意見を示した。
（１０/２３MEDIFAXより）

民間保民間保険険
不妊治療を民間保険の対象に／金融庁が検討
　金融庁の金融審議会「保険商品・サービスの提供
等の在り方に関するワーキング・グループ（ＷＧ）」
が、不妊治療を民間保険の対象にするかどうか検討
を始めた。原因が特定できない不妊治療が対象。疾
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病などの原因による不妊は医療保険の対象になるた
め、民間保険の対象から外れる。金融庁は８月２４日
のＷＧで論点を提示している。２０１３年夏ごろまでに
ＷＧの結論を出し、必要があれば法令改正などの措
置を取る考えだ。
　民間保険には、生命保険を扱う「第１分野」と、
損害保険を扱う「第２分野」、それ以外のものを扱う
「第３分野」があり、がん保険などは第３分野に含ま
れている。不妊治療の民間保険適用検討は、この第
３分野の見直しの一環。保険契約者を保護するため
の「保険業法」では第３分野の対象範囲を定めてい
るが、原因が特定できない不妊が疾病かどうかは不
明確だった。保険業界からは「不妊治療を受ける人
の経済的負担を軽減するためにも、疾病が特定でき
ない不妊が第３分野に含まれるかどうか、明確化し
てほしい」という要望が出ていた。
　不妊治療をめぐっては、厚生労働省の「不妊に悩
む方への特定治療支援事業」で夫婦に対する不妊治
療のうち、１回の治療費が高額な特定不妊治療（体
外受精や顕微受精）に国が治療費の一部を助成して
いる。０９年度の助成実績は８万４４８５件で、０４年度に
比べて４.８倍に増えている。海外では、米国やドイツ
に不妊治療費を保障する医療保険商品があるほか、
英国やフランスでは不妊治療が公的医療保険の対象
になっている。（１０/１８MEDIFAXより）

難難　病病
総合支援法の難病範囲、１３年１月の政令で決
定／厚労省
　厚生労働省は１０月２２日、障害保健福祉関係主管課
長会議を開き、障害者総合支援法で定める障害福祉
サービスの対象に難病患者が新たに追加されたこと
について、対象者の具体的な範囲を２０１３年１月下旬
に公布予定の政令で決定すると発表した。
　具体的な範囲については、現在、厚労省の難治性
疾患克服研究事業「今後の難病対策のあり方に関す
る研究班」が延べ５００弱の疾患について、疾患ごとの
患者数、診断基準の有無、治療法の有無・内容、病
態などを調査しており、研究班の結果や、厚労省の
難病対策委員会が検討する医療費助成の対象疾患を
参考に、具体的な範囲を決めるとした。
　難病患者などが障害福祉サービスを利用する場合
は、必要に応じて障害程度区分の認定を受ける必要
がある。全国の市区町村で障害程度区分の認定・調

査が円滑に行われるよう、認定調査の時の注意点な
どを整理した関係者向けのマニュアルを作成するこ
とも発表した。マニュアルには注意点のほか、難病
の基本的な情報や病状の変化、進行、福祉ニーズと
いった難病の特徴などを記載。１３年の２月をめどに
「難病などの追加に係る自治体担当者会議」で配布す
るとした。（１０/２３MEDIFAXより）

医療費助成の難病、３００疾患に拡大へ／厚労
省・難病対策委
　厚生労働省の厚生科学審議会・疾病対策部会難病
対策委員会（委員長＝金澤一郎・国際医療福祉大大
学院長）は１０月３０日、医療費助成の対象疾患を選定
する際の基本的な考え方について、患者数は人口の
０.１％（１０００人当たり１人）程度までを区切りとし、
一定の診断基準かそれに準ずるものが確立している
疾患を医療費助成の対象とする方向性を打ち出し
た。患者数が１０万人を超える疾患も医療費助成の対
象となる。対象疾患数は現行の５６疾患から、少なく
とも３００疾患強に拡大する見通しだ。
　厚労省は医療費助成の対象となる疾患を選定する
際の考え方として▽症例が比較的少ないために全国
規模で研究を行わなければ対策が進まない▽原因不
明▽効果的な治療法が未確立▽生活面への長期支障
―の４要素を満たし、一定の診断基準が確立してい
ることを挙げている。
　会合では、疾患ごとの患者数、治療法や診断基準
の有無、原因の解明・未解明などについて「今後の
難病対策のあり方に関する研究」班から中間報告を
受け、医療費助成の対象疾患をどう選定するか議論
した。（１０/３１MEDIFAXより）

難病手帳の交付を検討／厚労省・難病対策委
員会
　厚生労働省は１１月６日の厚生科学審議会・疾病対
策部会難病対策委員会（委員長＝金澤一郎・国際医
療福祉大大学院長）に、重症度が一定以上の難病患
者に「難病手帳（仮称）」を交付することを提案し
た。身体障害者手帳などを参考に、手帳を交付され
た患者が公共交通機関の運賃割引などのサービスを
受けられるようにするなど、患者の社会参加を支援
することが目的。
　厚労省は具体的に税制優遇措置や公共交通機関の
運賃割引、ＮＨＫ受診料の免除などの支援策を挙げ、
医療受給者証の交付対象者に難病手帳を交付するこ
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とを提案。委員から難病患者の支援策を充実させる
方向性に異論は出なかった。ただ、難病手帳の交付
は医療受給者証と混乱するとの意見や、重症度が一
定以下で難病手帳が交付されない患者への支援策を
ただす意見も出た。これまで医療受給者証を基に難
病患者に対する支援策を実施してきた自治体もある
ことから、支援を受けるための証明として難病手帳
を交付する必要はないとの指摘もあった。
　厚労省は議論も踏まえ、引き続き検討するとした。
（１１/７MEDIFAXより）

小慢疾小慢疾患患
小慢疾患の研究事業「義務的経費に」／厚労
省・専門委員会
　厚生労働省の「小児慢性特定疾患児への支援の在
り方に関する専門委員会」は１１月５日、医療費助成
制度の在り方について議論し、政策的判断で見直し
ができる「裁量的経費」となっている小児慢性特定
疾患の治療研究事業費を、支出が義務付けられてい
る「義務的経費」に移すよう求める方向で意見が一
致した。
　現在、治療研究事業は児童福祉法に基づいて実施
されている。児童福祉法では「健全な育成を図る」
ことを目的にこうした事業が「できる」という表現
になっており、義務的経費には位置付けられていな
い。
　委員からは、児童福祉法を一部改正し、事業費を
義務的経費に移行するよう求める意見が多く上がっ
た。
　給付水準についても議論し、他の公費負担医療制
度とのバランスを考慮して、一定の自己負担を求め
る方向でまとまった。ただ、自己負担を求める際に
は、低所得者などへの配慮が必要とすることで一致
した。（１１/６MEDIFAXより）

保健指保健指導導
保健指導、重症化予防「強化型」を開発へ／
厚労省が戦略研究
　生活習慣病の「重症化予防」に特化した保健指導
プログラムを新たに開発する厚生労働省の戦略研究
が、２０１３年度から動き出そうとしている。１３年度か
ら始まる「第２次健康日本２１」に生活習慣病の発症・
重症化予防が目標に盛り込まれたこともあり、「重症

化予防強化型」の保健指導を開発することで医療費
適正化にもつなげたい考えだ。
　研究代表者の磯博康氏（大阪大医学系研究科公衆
衛生学教授）が具体的な研究実施計画書を作成中で、
１３年３月に最終的な計画書を厚労省に提出し、評価
委員会の審査を経て実施が正式に決定する。
　戦略研究では、現行の特定健診・保健指導の健診
結果データから、今すぐ医療機関を受診すべきと考
えられる「優先介入対象者」を抽出。抽出した対象
者に対して、従来の「標準的な健診・保健指導プロ
グラム」とは別の「重症化予防強化型」の保健指導
プログラムを実施する。
　対象者に対しては、医療機関と市町村の保健師チ
ームが共同で介入する。研究代表者の磯氏は、これ
までの保健指導では要治療者を医療機関につなげた
後は医療機関に治療を任せることが多かったと指
摘。強化型プログラムでは要治療者が医療機関を受
診後も、保健師が家庭訪問や電話などで要治療者に
個別に対応し、服薬の継続や生活習慣の改善を支援
する。
　対象者は４０－７４歳の市町村国保の被保険者で、研
究への参加は市町村単位とする。強化型プログラム
を導入する自治体は全国で１０カ所程度（人口規模は
１０万－３０万未満程度）を想定している。
　研究期間は５年間で、従来の標準的プログラムに
基づいた特定保健指導のみを実施している自治体と
比較して効果を検証する。評価指標には「脳卒中・
心筋梗塞の新規入院患者数」や「新規の人工透析導
入数」など生活習慣病に直結する項目を設定する。
　特定保健指導に該当しない「非肥満者」にも対応
する。現在の特定保健指導の枠組みでは、肥満で高
血圧や高血糖、脂質異常などの健康リスクがそろっ
ている人を対象に保健指導を実施しており、健康リ
スクが高くても非肥満の人は対象になっていない。
強化型プログラムでは、こうした非肥満の人に対し
ても保健師が個別的に介入し、生活習慣の改善指導
を実施する計画だ。
　特定健診の未受診者に対しても積極的な健診受診
勧奨を行うほか、医療費や保険料の仕組みに関する
理解も促す。（１１/７MEDIFAXより）
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ＩＣＩＣＴＴ
患者自身の疾病管理、糖尿病から／どこでも
ＭＹ病院構想
　情報通信技術（ＩＣＴ）を利活用した医療連携に
ついて行政や医療の関係者が議論する「どこでもＭ
Ｙカルテ研究会」が１０月２０日に東京都内で開かれた。
内閣官房情報通信技術（ＩＴ）担当室の有倉陽司参
事官が政府の「どこでもＭＹ病院」構想の現状につ
いて講演し、２０１４年度開始予定の「個人参加型疾病
管理サービス」の対象疾患として、まず糖尿病を検
討していることを報告した。
　どこでもＭＹ病院構想は、医療機関のみが保持し
ていた医療情報を患者も共有し、患者自身が疾病を
管理できる個人参加型疾病管理サービスの提供を目
指している。医療情報は電子化し、ＩＣカードや二
次元バーコードを通じて提供することを想定する。
　有倉氏は「電子化した医療情報提供には疾病情報
をフォーマット化することが必要」と指摘し、フォ
ーマット化した糖尿病のデータセットは▽医療機関
が提供する臨床データ▽医師からのコメント▽健診
センターからの健診データ▽血圧や運動量、食事量
など、患者が登録する自己管理データ―などで構成
すると説明した。電子版「お薬手帳」との連携も想
定している。日本糖尿病学会や日本医師会、日本薬
剤師会の関係者らが検討した。
　有倉氏は個人参加型疾病管理サービスについて、
「患者が自身の健康管理をできるだけではなく、専門
医とかかりつけ医を結び付ける手段になる」と期待
する。糖尿病から開始する理由については「患者数
が多いことや、患者自身による自己管理の効果が出
やすい」ことを挙げた。どこでもＭＹ病院構想の工
程表では１３年度までに、作成したデータセットを全
国の医療機関に通知するとしている。高血圧症や腎
臓病のデータセットも検討を進めているという。
●被災地や地域連携でＩＣＴ活用
　会合では、東日本大震災の被災地や地域の医療連
携でＩＣＴを活用する先進事例の報告があった。
　亀田総合病院から南相馬市立総合病院に出向して
いる原澤慶太郎氏は、独居高齢者などの患者の血圧
のデータを自動転送する３Ｇ通信対応の「３Ｇ血圧
計」の導入例を報告した。３Ｇ血圧計を使って患者
自身が血圧測定すれば、医師らが患者宅を訪問しな
くても血圧値のモニタリングができる。原澤氏は「こ
れまで血圧測定を促していた家族と離散した人もい

るが、３Ｇ血圧計を導入すれば、そうした人が血圧
測定していないこともすぐ分かる」とそのメリット
を紹介した。
　また、長野県松本市の中核病院に位置付けられる
相澤病院の熊井達氏は、地域内の病院、診療所、介
護施設の患者情報を時系列に一覧表示できるシステ
ムについて報告した。（１０/２３MEDIFAXより）

病院間で電子カルテ共有、防災対応で予算要
求／文科省
　津波など大きな災害から病院の電子カルテなどの
医療情報を守るため、文部科学省は全国４２の国立大
付属病院がデータを持ち合う仕組みの整備費用とし
て、２０１３年度予算に２３億円を要求している。災害で
患者の病歴や薬の服用歴の入った医療情報が消失し
ても、複数の病院でデータを共有することで病院が
機能停止になるのを防ぐ狙い。
　文科省高等教育局医学教育課大学病院支援室によ
ると、実際に宮城県の石巻市立病院では東日本大震
災による津波で電子カルテなどの医療情報が流され
たが、山形市の市立病院済生館でデータを共有して
いたため情報の消失を免れたという。
　また、１２年６月の国立大学付属病院長会議総会で、
災害時における病院情報システムの連携が議題とな
り、医療情報のバックアップを病院間で共有するこ
とで意見が一致した。これを受け、文科省は整備費
用を１３年度予算概算要求に計上した。
　文科省は４２病院を６つのグループに分け、グルー
プ内の病院でデータを共有することを検討してい
る。病院間をオンラインで結びバックアップデータ
を自動で更新する。予算が認められれば、１３年度中
にシステムを稼働させる予定だ。
（１０/２４MEDIFAXより）

孤立孤立死死
孤立死防止の地域づくりで全国会議／厚労省
　厚生労働省は孤立死防止などに地域で取り組む
「安心生活創造事業」の２００９年度から１１年度までの報
告書を８月に公表したことを踏まえ、１２年度の同事
業に参加する４９自治体を集めた全国会議を１１月５日
に開催した。同事業では、高齢者の一人暮らし世帯
への「見守り」サービスや「買い物支援」を市町村
が整備することにより、孤立死防止や一人暮らし世
帯が安心して生活できる地域づくりに取り組んでい
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る。
　同省社会・援護局の村木厚子局長は挨拶で、「地域
の住民・商店・企業などを上手につないで孤立死を
出さないという事業は非常に大事」と述べ、「高齢化
が進み、雇用が不安定化し、生活困窮者が出やすい
社会構造」の中で同事業の重要性も増していると指
摘した。会議では厚労省が設置した安心生活創造事
業推進検討会の和田敏明座長（ルーテル学院大大学
院教授）が講演し、「現行の仕組みでは対応しきれな
い生活課題に対応すること」が地域福祉の新しい役
割になるとの考えを示した。具体的には「誰かに言
われないと服薬や血圧の測定を忘れてしまう人や朝
のゴミ出しができない人」への支援を挙げた。
（１１/６MEDIFAXより）

「多死社会」に対応した診療報酬改定必要／医
療課・井上企画官
　厚生労働省保険局医療課の井上肇企画官は１０月２０
日、東京都内で開かれた全国医療法人経営セミナー
で講演し、今後の高齢社会の進展で社会保障改革と
診療報酬は「在宅医療」「地域性」がキーワードの一
つになっていくとの考えを示した。「“多死社会”の
中で、日本の医療がどう対応できるのか。２０２５年に
向け、われわれが考えないといけない社会保障改革
の一つのテーマ」とも語った。診療報酬改定につい
ては、「中医協で議論されるべきもの」と前置きした
上で、在宅医療のほか、医療需給量や高齢化率の地
域格差が引き続き課題になる可能性を示した。
　在宅医療については、１２年度の診療報酬改定でも
一定の強化策が導入されている。井上企画官は「２０１２
年の年間死亡者数は約１２５万人、４０年には１７０万人近
くに達する推計だが、病院・施設での死亡者数を大
幅に増やすことはできないと予測されている。患者・
家族の意向を踏まえれば、在宅・地域での看取りが
相当程度増えることになるのではないか」と説明し
た。
　その上で「戦後、多数の患者を自宅で看取ってい
た時期の在宅医療と、これからの在宅医療は異なる
側面がある」とし、「終末期の迎え方も変化していく
中で、在宅医療そして地域医療の在り方も変わって
いくだろう。今後も日本の医療と介護をいかに守っ
ていけるか、社会保障改革および診療報酬改定の中
で取り組んでいく」とし、在宅医療は２５年以降も見
据えた制度設計が必要と強調した。
（１０/２３MEDIFAXより）

先進医先進医療療
新制度での分類・枠組みを了承／先進医療会
議が初会合
　１０月１日から運用が始まった新たな先進医療制度
によって設置された厚生労働省の先進医療会議は１０
月２４日、初会合を開き、厚労省が提案した新たな分
類の考え方や９月末時点で実施されていた先進医療
（第２項先進医療＝薬事承認あり）、高度医療（第３
項先進医療＝薬事承認なし）の１０月以降の取り扱い
などを了承した。座長には前身の先進医療専門家会
議と高度医療評価会議で座長を務めた猿田亨男・慶
応大名誉教授が就任した。
　先進医療と高度医療を一本化した新たな先進医療
制度では、有効性が一定程度明らかな「先進医療Ａ」
と、有効性が必ずしも明らかでない「先進医療Ｂ」
の２つに分類し直す。先進医療Ａは▽未承認や適応
外の医薬品（医療機器）を伴わない医療技術▽未承
認や適応外の体外診断薬（検査薬）を伴う医療技術
で、体外診断薬（検査薬）の使用による人体への影
響が極めて小さいもの―とした。一方、先進医療Ｂ
は▽未承認や適応外の医薬品（医療機器）を伴う医
療技術▽未承認や適応外の医薬品（医療機器）を伴
わない医療技術でも、安全性・有効性などに照らし
て実施環境・技術の効果などで特に重点的な観察・
評価を必要と判断されるもの―とした。
　先進医療Ｂのうち特に重点的な観察・評価が必要
な医療技術として▽がん免疫療法などの免疫療法を
活用した医療技術▽自家移植や同種・異種移植▽幹
細胞を用いる治療技術▽遺伝子やウイルス操作を用
いる治療技術▽ロボットを用いる手術―などを挙げ
た。技術自体の成熟度が低い技術や、施設を限定し
て実施すべき技術、実施環境・効果評価について詳
細な条件設定が必要な技術などが該当する。
　新制度では、先進医療Ａ・Ｂのいずれも先進医療
会議で技術的な妥当性や社会的な妥当性について審
査を受けることになる。先進医療Ｂについては、先
進医療会議に設置した「技術審査部会」であらかじ
め技術的な妥当性や試験実施計画などを審査した上
で、先進医療会議の審査を受けることになる。
（１０/２５MEDIFAXより）
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負担と給負担と給付付
「窓口負担増は必要」と仙谷氏／鴨下氏は「政
治的に持たない」
　医療政策で中心的な役割を果たす与野党の重鎮
が、１０月２５日に開かれた医療経済フォーラム・ジャ
パンの公開シンポジウムで「負担と給付の在り方」
について意見を交わした。民主党の仙谷由人副代表
は増え続ける社会保障費の対応として、患者にさら
なる窓口負担を課すこともやむを得ないとの認識を
示した。
　仙谷副代表は「日本は世界一の医療サービスを受
けられるにもかかわらず、窓口負担は少ない」「患者
負担が高くなれば医療機関に来る人が少なくなると
いう認識があるが、提供者側も含めてこの考え方を
抜本的に変えるべき」と述べ、現状の医療水準を維
持するためには窓口負担増が不可欠と訴えた。
　一方で医師の専門性に対する評価の低さも指摘し
「診療報酬は上がらない方がよい、という常識が通用
しているのは誠に問題だ」とも述べた。
●「ゴールド免許」参考にインセンティブも／自民・
鴨下氏

　自民党の鴨下一郎幹事長代理は、医療資源を有効
活用する手だてとして受益者負担に踏み込む必要性
は認めた一方で、「保険料率を上げたり、窓口負担を
増やしたり、フリーアクセスを限りなく制限する方
策は政治的に持たない」と述べ、政治的に実現可能
で、さらに、効果も生む政策が重要だと説明した。
　その上で、交通違反がなく「ゴールド免許証」を
持つ人が民間の自動車保険の保険料で割引を受けら
れる仕組みを例に挙げ、「公的な社会保険制度で可能
なのかどうかは分からないが、（医療機関に）かから
ないことによってインセンティブを受けられる制度
があればよいのではないか」と持論を展開した。
●窓口負担は３割が上限／公明・坂口氏
　公明党の坂口力副代表は「現状が『低負担・中福
祉』と言われても、国民から理解は得られないので
はないか」「保険制度である以上、国民の負担は３割
が上限だ」と述べ、負担増には慎重であるべきとの
認識を示した。「保険点数の付け方に工夫が必要」と
も述べた。（１０/２６MEDIFAXより）

全社連・伊藤氏「保険医地域枠」提案／政治
側は難色
　全国社会保険協会連合会の伊藤雅治理事長は１０月

２５日、医療経済フォーラム・ジャパンのシンポジウ
ムで、保険者機能の強化や医療保険の給付範囲の見
直しを議論する時期に来ていると述べ、「保険医地域
枠」の設定などを提案した。ただ、同じシンポジウ
ムに出席した与野党議員らは難色を示した。
　伊藤氏は、保険者機能の強化によって医療提供体
制の再構築ができると主張し、医療保険の都道府県
単位化を進めるとともに、保険者と保険医療機関と
の契約を通じて医師の地域偏在・診療科偏在を是正
できる「保険医地域枠」の導入を提案した。
　給付の見直しについては▽フリーアクセスの制限
（紹介による病院外来受診、家庭医機能の定着）▽終
末期医療への国民的合意形成▽評価療養・選定療養
を含む混合診療の在り方▽保険免責制―について検
討を始めていくべきではないかと述べた。
　シンポジウムで座長を務めた遠藤久夫・学習院大
教授は「保険医地域枠」について、医師の強制配置
ではないものの、病床数と同様に保険医数も規制で
きるのではないかという考えに基づく仕組みと解説
した。
　「保険医地域枠」について自民党の鴨下一郎幹事長
代理は、「理にかなった話とは思う」と一定の理解は
示しながらも、医師の地域偏在・診療科偏在の是正
はインセンティブを使って行うしかないとし、強制
的な是正には否定的な見解を示した。鴨下氏は保険
医を保険者が指定することになると、保険者のバー
ゲニングパワー（交渉力）を強めることになり、偏
在是正の一つの方法にはなるがステークホルダーの
調整は困難との見方を示した。
　仙谷由人・民主党副代表も社会的に大きな議論に
なりかねないとして難色を示した。
●総合医、「国民理解が課題」と坂口元厚労相
　一方、福井次矢・聖路加国際病院長は、「総合医」
を養成して医療制度の中に組み込むことが医療の効
率化につながると提案した。坂口力元厚生労働相（公
明党副代表）は一定の理解を示しながらも、「国民の
意識の中では（総合医よりも）専門医の方が上位に
ランクされており、どうやって国民に理解をしても
らえるかだ」と課題を示した。
（１０/２６MEDIFAXより）

医学部数の東西格差、解消を／公明・坂口元
厚労相
　坂口力元厚生労働相は１０月２５日、医療経済フォー
ラム・ジャパンのシンポジウムで「医学部数は地域
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で偏りがあり、医学部新設の必要性はある」とあら
ためて主張した。
　坂口氏は、人口１０万人当たりの医師数と医学部数
について、千葉と埼玉がともに少ない県の上位にな
っているとのデータを示し、医師数と医学部数の間
には相関関係があると指摘。「高齢化が進む前に手を
打つことが必要」と述べた。東西で比較しても、東海・
北陸以東の人口当たり医学部数は関西以西に比べて
格段に少ないとし、「医学部の偏在を解消すべき」と
した。（１０/２６MEDIFAXより）

医師会のＴＰＰ懸念は「被害妄想」／民主・
仙谷副代表
　仙谷由人・民主党副代表は１０月２５日、環太平洋連
携協定（ＴＰＰ）を契機に米国型の医療保険が進出
するとの日本医師会の懸念は「被害妄想」と述べた。
医療経済フォーラム・ジャパンのシンポジウムで発
言した。
　仙谷氏は、米大統領選でも格差を背景とした医療
保険改革の行方が最大の争点になっていると指摘。
米国のように、適切な医療を受けられない人々が発
生し社会の分裂を招くようなことをすべきではなく
「米国型医療保険システムを取り入れるなどあり得
ない」とした。
　一方で「日本の高度成長期に近づいたＡＳＥＡＮ
諸国などが皆保険制度を導入できるように、日本も
大きな貢献をすべき」との見解も示した。
　仙谷氏は、次期臨時国会に基本法を提出すること
で民主・自民・公明の３党がおおむね合意した再生
医療にも触れた。山中伸弥教授のノーベル賞受賞決
定の前から３党それぞれの有志議員で再生医療を協
議しており、民主党代表選や自民党総裁選を経て、
ようやく提出にこぎ着けたとした。政府与党として
も内閣官房に医療イノベーション室を設置してお
り、各省縦割りを超えて先進分野の産業化を促進し
たいとした。（１０/２６MEDIFAXより）

健康保健康保険険
「労災とのすき間」を健保の給付対象へ／厚労
省、請負業務中など
　請負業務中の傷病などが労災保険からも健康保険
からも給付を受けられない問題で、厚生労働省はこ
うした傷病に対して健康保険を適用する方針を決め
た。厚労省によると、健康保険法を改正しなくても、

通知の発出などの運用で給付範囲にすることは可能
だが、社会保障審議会・医療保険部会に、法改正ま
で必要かどうか議論を求める。年内には結論を得る
方針だ。法改正の場合、２０１３年の通常国会に改正法
案を提出する。（１０/３０MEDIFAXより）

産科補産科補償償
産科補償の対象、周産期全体へ拡大を／運営委
　日本医療機能評価機構の「産科医療補償制度運営
委員会」（委員長＝小林廉毅・東京大大学院教授）は
１１月１日、２０１４年１月から産科医療補償制度を刷新
するため引き続き議論した。委員からは、補償対象
を周産期医療全体に広げるための見直しが必要との
意見が上がった。
　脳性麻痺の発症を補償する同制度では、出生時の
新生児仮死の治療などＮＩＣＵでの新生児管理は制
度の対象外としている。ＮＩＣＵでの診療行為は、
脳性麻痺の発症原因を分析するために情報提供は求
めるものの、医学的評価はしない仕組みになってい
る。
　勝村久司委員（連合「患者本位の医療を確立する
連絡会」委員）は「周産期全体に補償を広げていく
形できちんと対応していくことが大事」と述べ、Ｎ
ＩＣＵでの診療行為にも医学的評価が必要との考え
を示した。
　小林委員長も対象拡大の方向性に理解を示した。
その上で、現行制度は分娩機関の加入によって運営
しているため、対象を拡大する場合は、産科のない
一部の小児専門医療機関の取り扱いが課題になると
指摘した。
　周産期医療全体を補償対象とした場合、新生児搬
送を受け入れた医療機関での診療行為も評価対象と
する必要がある。岡井崇委員長代理（日本産科婦人
科学会副理事長）は「医療機関への負担やマンパワ
ーなどを考えると、新生児医療を調べるために委員
を倍くらいにしなければならないが、新生児医療の
専門家は少なく、集まるかは疑問」と述べた。
●訴権は制限すべきでない
　会合では、現行制度で補償金をもらった場合でも
原因分析結果などを見て訴訟を起こすことが可能と
なっている「訴権」についても議論した。委員から
は、現行制度を維持すべきとの意見が複数上がり、
反対意見は出なかった。（１１/２MEDIFAXより）
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医師医師法法
警察への届け出不要、２１条改正で２案／日本
医療安全調査機構
　日本医療安全調査機構の「診療行為に関連した死
亡の調査分析事業のあり方に関する企画部会」（部会
長＝矢作直樹・東京大大学院教授）は、診療に関連
する事故の原因究明を行う「第三者機関」に届け出・
報告すれば、警察への届け出は不要とする枠組みが
必要との報告書をまとめた。医師法２１条の改正に向
け２つの案も示した。１０月１９日の同機構運営委員会
（座長＝樋口範雄・東京大大学院法学政治学研究科教
授）に提出した。
　同機構は、医療事故の原因究明と再発防止を目的
に、診療行為に関連する事故の原因究明を行うモデ
ル事業を実施している。企画部会では、医療事故を
調査する第三者機関の在り方や、全国化に向けた事
業の組織化・安定化策などを検討してきた。
　企画部会の報告書では「第三者機関で取り扱うの
は当面、死亡事故に限定する」とした上で▽Ａ案＝
第三者機関へ届け出る（報告する）ことで、医師法
２１条の異状死体の届け出義務を行ったことにする▽
Ｂ案＝第三者機関へ届け出る制度の創設により、医
師法２１条の異状死体届け出義務の対象事例から診療
関連死が除外されることとする─の２案を提示。両
案ともに、医師法２１条を改正し、第三者機関に届け
出・報告することで、異状死体届け出義務を果たす
ことになるとの考え方だ。
　運営委の樋口座長は「Ｂ案の場合、診療関連死の
定義付けが必要になる」と説明。運営委員からは
「Ｂ案はやりにくい」とする意見が複数上がった。
　報告書では、調査体制として▽院内で調査分析し
た結果を第三者機関に報告する「院内型」（診療所や
中小規模病院の場合は、医師会や大学病院など他の
医療機関と連携して調査分析した結果を報告）▽院
内調査に第三者機関から調査評価医を派遣し調査分
析する「協働型」▽第三者機関が解剖調査から臨床
評価まで全ての調査分析を実施する「第三者型」─
の３パターンを示した。医療機関に３パターンのい
ずれかを選択してもらう構想で、調査体制として最
低でも年間約５億円が必要との試算も示した。
●２１条改正前に省令改正も一案
　医師法２１条の改正については、政局が不安定な現
状では現実的ではないとの見方もあった。児玉安司
委員（新星総合法律事務所弁護士）は「日本医療機

能評価機構が医療事故の収集事業をやっているが、
法的根拠は政省令。医療法施行規則に日本医療安全
調査機構に関わる規定が盛り込まれ法的根拠ができ
ると予算が付くようになる。公益性を持つ活動とし
ても認知される」と指摘。法改正だけにこだわらず
に戦略を変更すべきとした。
　同機構は、企画部会がまとめた報告書に基づき具
体的な検討を進めるため「推進委員会」を設置して
２０１３年度以降も議論を継続する方針だ。
（１０/２２MEDIFAXより）

事故事故調調
「院内中心」と医療側、患者側は「故意見逃す」
／事故調で平行線
　厚生労働省の「医療事故に係る調査の仕組み等の
あり方に関する検討部会」（座長＝山本和彦・一橋大
大学院法学研究科教授）は１０月２６日、医療界も国民
も納得できる医療事故調査の枠組みに向けて引き続
き議論した。医療側の構成員も患者側の構成員も、
第三者機関として中立の調査組織を設置する必要性
は共有している。ただ、院内調査を中心とする仕組
みを想定する医療側と、全ての診療関連死を第三者
機関に届け出なければ故意による悪質なケースを見
逃すと主張する患者側の隔たりは残っており、議論
は平行線をたどった。
●「故意か否かの判定難しい」／患者側弁護士
　患者側弁護士の立場から加藤良夫構成員（南山大
大学院法務研究科教授、弁護士）が「相当悪質なケ
ースが診療関連死と言われる中に紛れているのは事
実。故意または故意と疑われるケースの判断はすぐ
にはできない。解剖は（火葬までの）時間との勝負」
とし、「診療関連死は全て第三者機関に届け出ること
にすべき」と述べた。宮澤潤構成員（弁護士）も
「安楽死など、結果として故意犯が交じってくる可能
性がある。区別は難しい」と述べた。本田麻由美構
成員（読売新聞記者）は「患者側からすると、故意
か否かを誰が判断するのか分からなければ、疑問が
残ったままになる」とした。
●「故意の犯罪」とは分けて議論を／医療側
　中澤堅次構成員（秋田労災病院第二内科部長）は
「調査のための第三者機関を位置付けることは重要」
としながらも、「故意ではないケースと、故意でやっ
ている悪質なケースをまとめて“診療関連死”とし、
疑いをかけられるようなことは、医療者の人権を侵
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害することではないか。完璧な故意の犯罪と、診療
関連死は分けて考えてほしい」と訴えた。
　有賀徹構成員（昭和大病院長）も「全てを疑われ
るようなことになっては、医療界で働く人は出てこ
なくなってしまう。私も人を助けるために医療の世
界に来たが、全てを疑われては医師は続けられない。
院内調査を重視して、どのように警察に見守っても
らうかを考えるべきではないか」と述べた。
　高杉敬久構成員（日本医師会常任理事）は「医療
においては患者に対する十分な説明と迅速な対応が
必要。われわれは院内事故調を大前提に考えたい」
と理解を求めた。
　一方、山口育子構成員（ＮＰＯ法人ささえあい医
療人権センターＣＯＭＬ理事長）は「ここでの議論
は、故意などは含まれていないと考えていた」とし
「ここで話すのは、医療事故の調査の仕組み、その中
で診療関連死の定義を決めて議論すべき」と指摘し
た。
　次回は再発防止の在り方について議論する予定。
（１０/２９MEDIFAXより）

死因究死因究明明
死因究明の推進計画、策定へ議論開始／診療
関連死以外で政府
　２０１２年６月に成立した「死因究明等の推進に関す
る法律」（推進法）に基づき、医療事故などに伴う診
療関連死以外の死因究明について議論する「死因究
明等推進会議」の初会合が１０月２６日、首相官邸で開
かれた。専門的機関の整備や警察の死因究明体制の
充実など、同法の基本方針の実現に向け、「死因究明
等推進計画案」の策定を進める。医療界からは日本
医師会の横倉義武会長らが委員に名を連ねた。１３年
１２月の閣議決定を目指して計画案の検討を進める。
　１２年６月に成立したのは推進法と、遺族の承諾な
く解剖ができることなどを盛り込んだ「警察等が取
り扱う死体の死因又は身元の調査等に関する法律」
（調査法）。調査法は１３年４月１日から施行される。
推進法には基本方針を実現する推進計画の案を作成
する会議の設置が盛り込まれていた。
　基本方針では▽死因究明を行う専門的な機関の全
国的な整備▽教育と研究の拠点の整備▽警察等の職
員、医師、歯科医師等の人材育成▽警察等の死因究
明の実施体制の充実▽死体検案と解剖の実施体制の
充実▽薬物と毒物の検査、死亡時画像診断等の科学

的調査の活用▽身元確認のための科学的な調査とデ
ータベースの整備▽死因究明で得られた情報の活用
と遺族らへの説明の促進―の８項目が示された。
　内閣官房副長官を議長とする省庁横断の「死因究
明制度に関するワーキングチーム」が推進法の基本
方針に沿う形で具体的な検討を進めてきた経緯もあ
り、今後は基本方針を軸にワーキングチームの検討
結果を参考として議論が進められる見通し。
　推進会議は藤村修官房長官を会長とし、三井辨雄
厚生労働相ら関係閣僚と医療界、法曹界の有識者が
委員となった。初会合では、藤村官房長官が「死因
究明制度の在り方を方向付ける大変重要な会議。具
体的かつ実効性の高い推進計画案を策定してほし
い」と挨拶した。
　計画の具体的な検討は同会議の下に設置した「死
因究明等推進計画検討会」が進める。検討会の初会
合も開かれた。
　推進会議の主な医療関係の委員は次の各氏。
　▽相澤好治（北里研究所常任理事、日本医学会幹
事）▽大久保満男（日本歯科医師会長）▽里見進
（東北大総長）▽平岩幸一（日本法医学会理事長、福
島県立医科大教授）▽横倉義武（日医会長）
　推進会議の主な医療関係の専門委員は次の各氏。
　▽今井裕（東海大医学部学部長、東海大医学部専
門診療学系画像診断学教授）▽今村聡（日医副会長）
▽岩瀬博太郎（千葉大大学院教授）▽久保真一（福
岡大医学部長、福岡大医学部法医学教室教授）▽小
室歳信（日本大教授、日本法歯科医学会理事）▽福
永龍繁（東京都監察医務院長）▽柳川忠廣（日歯常
務理事）（１０/２９MEDIFAXより）

日弁日弁連連
日弁連が「患者の権利に関する大綱案」／三
井厚労相に提出
　日本弁護士連合会は１０月２９日、患者の権利や医療
提供体制に関する責任の所在を法律で明文化するこ
とを求め「患者の権利に関する法律大綱案」を厚生
労働大臣宛てに提出した。三井辨雄厚生労働相は１０
月３０日の閣議後会見で、まだ詳細については承知し
ていないとした上で「重要な点であり、しっかりと
対応したい」と述べた。大綱案は「医療における基
本権」と「患者の権利各則」の２部構成となってい
る。
　「医療における基本権」では、最善・安全・平等な
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医療を受ける権利について言及しているほか、自己
の生命・身体・健康などに関する情報を知る権利、
自由意思に基づいて自己の受ける医療行為に同意・
選択または拒否する権利などについてまとめてい
る。
　「学習権」として、医療保障制度などについて学習
する機会の充実を求めているほか、患者主体の医療
に転換するためとして、患者が医療政策の立案にも
携わるべきとも主張している。
　国と地方公共団体が負う医療提供体制整備に関す
る責務として、医療施設の適切な配置や必要とされ
る診療科目の確保、医療従事者の適切な養成・配置
なども求めている。クローン技術は法的規制を受け
るものの、それ以外の治験や臨床研究などは法的規
制を受けないと問題視し「全ての人対象研究を一元
的に規制する法律を制定するべき」としている。
●各都道府県に「患者の権利審査会」を
　「患者の権利各則」では、国に対し各都道府県に患
者の権利を守るための「患者の権利審査会」を設置
するよう求めているほか、「医療事故の被害救済を求
める権利」として無過失補償制度のさらなる整備や、
第三者による医療事故調査機関の設置を求めてい
る。
　医療行為に関する同意・選択または拒否を判断す
る能力が十分ではない患者について「誰がどのよう
に援助するのかについても制度整備が不可欠」とし
た。このほか、適切な医療を選択するために必要な
医療情報にアクセスする権利や、医療記録の開示請
求権などを求めている。（１０/３１MEDIFAXより）

地域ケ地域ケアア
地域ケア会議を法制度上位置付けへ／厚労省
が方向性
　厚生労働省は１０月１０日の「介護支援専門員（ケア
マネジャー）の資質向上と今後のあり方に関する検
討会」（座長＝田中滋・慶応大大学院教授）に、年内
の取りまとめに向けて、これまで挙がった課題１０項
目を解決するための６つの方向性を示した。厚労省
は各介護保険者の機能強化に向けて、多職種が集ま
る「地域ケア会議」を法制度上に位置付けることや、
都道府県が持つ居宅介護支援事業所の指定権を保険
者に移すことなど、法改正が必要な見直しも提案し
た。
　厚労省が示した方向性は▽介護保険における「自

立支援」の考え方の徹底▽地域ケア会議の機能強化
▽居宅介護支援事業所の指定権を保険者に移す▽医
療との連携▽介護支援専門員・ケアマネジメントの
質の向上▽施設における介護支援専門員―の６つ。
（１０/１１MEDIFAXより）

在宅医療の「都道府県リーダー」育成／厚労
省委託事業で研修
　在宅医療の「都道府県リーダー」の育成を目的に、
「多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成
事業都道府県リーダー研修」が１０月１３、１４日の２日
間、都内で開かれた。厚生労働省の委託を受け、国
立長寿医療研究センターが主催した。
　今回の研修には、各都道府県の行政や医師会の関
係者、２０１２年度在宅医療連携拠点事業で採択された
在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所・訪問看護
ステーションなどの連携拠点１０５カ所の担当者など、
２５２人が参加した。都道府県リーダーらは今後、各都
道府県が開催する「地域リーダー研修」において、
今回の研修内容を在宅医療の第一線に立つ医師や歯
科医師、薬剤師、看護師、リハビリ職種、ケアマネ
ジャーらに伝達する。（１０/１６MEDIFAXより）

地域包括ケア推進「保険者の役割が柱」／厚
労省が市町村セミナー
　厚生労働省は１０月２６日、市町村職員を対象に「地
域包括ケア実現に向けた保険者の役割について」と
題したセミナーを開いた。挨拶した厚労省老健局介
護保険計画課の高橋俊之課長は「地域包括ケアを推
進するためには、保険者の役割を発揮することが大
きな柱になる」と述べ、保険者である市町村に協力
を求めた。
　高橋課長は保険者の役割について「無駄な給付を
抑制し、必要なサービスを提供すること」とし、そ
のためにはインフォーマルなサービスも活用する必
要があると述べた。
　サービス見込み量をより精微に把握する手法とし
て厚労省が開発した「日常生活圏域ニーズ調査（ニ
ーズ調査）」について、「保険料設定に使用できるだ
けでなく、地域にある資源を考える材料にもなる」
と述べ、活用を推奨した。
　厚労省老健局振興課の岡島さおり地域包括ケア推
進官からは、地域の課題を把握する手段として「地
域ケア会議」について説明があった。岡島推進官は
「地域ケア会議で取り上げる個別の事例から地域の
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課題把握へつなげてほしい」と市町村に求めた。
●ニーズ調査の反映事例を報告
　ニーズ調査を施策に反映した市町村から報告があ
った。千葉県松戸市では、ニーズ調査を実施した結
果、要支援・要介護認定者の中にも生活機能が高い
人が多くいることや、認定されていない人の中に介
護が必要な人がいることが分かった。この結果を、
計画策定時の要支援・要介護の認定者数やサービス
見込み量に反映できたという。
　新潟県長岡市からは、ニーズ調査によって地域住
民が求める介護予防事業を把握でき、実際に企画に
つなげたことが報告された。
（１０/２９MEDIFAXより）

「地域包括ケアシステム」に問題提起／老施
協・中田会長
　全国老人福祉施設協議会の中田清会長は１０月２３
日、広島市で開催されている全国老人福祉施設大会
で講演し、厚生労働省が進める地域包括ケアシステ
ムについて「『このシステムが本当に重度者や単身者
の生活を守れるのか。どのように実践するのか』と
いう疑問が全国から来ている」と現場の声を代弁し
た。その上で「システムの問題点を整理して、現場
から制度改革をしなければいけない」と参加者に訴
えた。
　中田会長は地域包括ケアシステム自体は否定しな
いとしつつも、実践することが難しいと指摘。４月
から始まった新サービス「２４時間対応の定期巡回サ
ービス」や「複合型サービス」を例に挙げ、「中小企
業・零細事業者には実施することができない」「人材
確保が難しい」と述べた。「全国にはすでに特別養護
老人ホームや介護老人保健施設が整備されているの
だから、そこを核に地域包括ケアを進めればよい」
とも述べた。
　中田会長は「問題を指摘するだけではなく、われ
われのサービスの質も高めていかなければいけな
い」とも訴え、認知症ケアやリハビリテーション、
口腔ケア、看取りケアといったサービスについて「質
を高めて実践してほしい」と参加者に呼び掛けた。
●特養の内部留保問題にも言及
　財務省が７月に「生活困窮者等に対する利用者負
担額軽減事業」の実施率が低い特養ほど内部留保額
が多いと指摘した問題について、中田会長は「負担
軽減事業の実施率を全国で１００％にしないと、社会福
祉法人としての非課税措置が課税になる可能性も考

えられる」と危機感を示し、生活困窮者に対する負
担軽減事業に取り組んでほしいと求めた。
　挨拶した厚労省老健局高齢者支援課の深澤典宏課
長もこの問題に触れ、「一定の内部留保が必要なこと
は理解しているが、社会福祉法人においては社会貢
献に積極的に努めていただきたい」と述べた。
（１０/２４MEDIFAXより）

次の検討課題は要介護度改善の評価／前老健
局長・宮島氏
　前厚生労働省老健局長の宮島俊彦氏は１０月２７日、
東京都福祉保健財団が東京都内で開いたシンポジウ
ムに登壇し、介護保険制度の見直しに向けて、介護
サービス利用者の要介護度が改善したケースを介護
報酬で評価できるか具体的な検討に入るだろうと見
通した。
　現在の介護報酬は、同じ介護サービスでも利用す
る人の要介護度が高くなるにしたがって報酬額も高
くなるため、サービス利用者の要介護度が改善する
よりも悪化した方が事業者はより高い介護報酬をも
らえることにもなる。シンポジウムでは、介護サー
ビス利用者の要介護度が改善した場合に、事業者が
成功報酬を得られる仕組みについて独自に検討して
いる自治体の取り組みが話題になった。宮島氏は「制
度やシステムを考える立場では、次にやるのはこれ」
と指摘。これまではデータが少ないため検討できな
かったとする一方、介護保険制度創設から１０年以上
が経過し、要介護度と介護サービスの関係を検証す
るデータも蓄積しつつあるとの見方を示した。
（１０/３０MEDIFAXより）

認知症は社会的課題、国民意識の醸成重要／
迫井老健課長
　厚生労働省老健局老人保健課の迫井正深課長は、
２０１２年度介護報酬改定による現場の影響度を検証し
ながら▽認知症が社会的課題であることへの国民的
意識を醸成し、重要な政策課題として取り組みを強
化する▽ケアプラン・ケアマネジメントの質的確保
▽新サービスの実態把握を含めたさらなる将来に向
けたサービス体系の展開▽介護予防サービスの見直
し―の４つの課題について議論を深めていきたいと
の考えを示した。１０月２７日、東京都内で開かれた保
健・医療・福祉サービス研究会の老人保健施設の今
後の展開に関するセミナーで講演し「老健施設の今
後の方向性については、４つの課題とリハビリテー

京都保険医新聞

１７

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１６１号

２０１２年（平成２４年）1１月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８４０号



ション機能の強化が重要な視点になる」との認識を
示した。
　認知症の問題については「個別の疾患ではあるが、
介護保険制度に大きな影響を及ぼす重要なテーマ。
２５年には日常生活自律度Ⅱ以上で、一定の介護が必
要となる認知症が高齢者の１０％以上になる。社会全
体が避けて通れない政策課題という認識を国民にも
持ってもらうことが重要だ」と指摘。特に、大きく
進歩している最新の医学的な知見を反映していくこ
とが必要とし「絶えず医療と連携していく姿勢が重
要だ」と述べた。（１０/３０MEDIFAXより）

診療所の手厚い装備、生かす必要／地域連携
で唐澤政策統括官
　厚生労働省の唐澤剛政策統括官（社会保障担当）
は１０月２８日、福岡市で開催された日本薬局学会学術
総会の基調講演「連携と参加でつくる２１世紀の地域
包括ケア」で、在宅から急性期、回復期、慢性期、
介護施設、そして再び在宅という循環的なサービス
を提供する仕組みとしての地域連携型医療介護シス
テム構築の必要性を指摘した。病院、診療所、介護
施設などが全体として機能できるサービス提供体制
の構築を課題に挙げながら、「全体的な提供システム
整備の中で、診療所の手厚い装備をリソースとして
生かしていくことも必要」との見解を示した。
　２０００年の外来延べ患者数１８億８０００万人が１０年には
１７億４０００万人に減少している実態を示し、「外来患者
数はピークを越えたとみている。外来患者が減る中
で、自分の診療所がどういう役割を果たすのか、外
来患者を待っているだけでいいのか。これは調剤薬
局も同じだ。新しい地域連携型医療介護システムに
おける位置付けをどう考えていくか積極的に提言し
てほしい」と述べた。（１０/３０MEDIFAXより）

個別指個別指導導
１１年度の個別指導実施率０.２％／東京都福祉
保健局
　東京都福祉保健局指導監査部が発表した２０１１年度
の保険医療機関などに対する指導結果によると、医
科・歯科ともに個別指導の実施率は０.２％だった。個
別指導を受けた保険医療機関数は、医科で対象１万
１６８５施設のうち２０施設、歯科で対象１万４４７施設のう
ち１９施設だった。
　具体的な指摘事項としては▽カルテに記載不備が

ある▽適時効果判定が行われず漫然と治療が行われ
ている▽算定要件を満たさない診療報酬請求がある
▽異動届や診療日・診療科目・診療時間の変更届が
未提出▽一部負担金が適正に徴収されていない―と
いった事例が見られた。
　東京都は保険医療機関と保険医に対し、医科・歯
科ともに年間１０００件以上の集団指導を行っているほ
か、診療報酬改定講習会を医科で４８４６件、歯科で２４３３
件実施している。（１０/２２MEDIFAXより）

再生基再生基金金
再生基金、１２年度末の執行率見込み５０.６％／
厚労省
　厚生労働省は１１月５日の「地域医療再生計画に係
る有識者会議」（委員長＝梶井英治・自治医科大地域
医療学センター長）に、地域医療再生基金の２０１１年
度までの支出額に基づく執行率と、１２年度支出予定
額に基づく執行率見込み値を公表した。２次医療圏
が基本の０９年度補正予算分の執行率は１１年度までに
３２.５％で、３次医療圏まで広げた１０年度補正予算分
は９.４％、全体の執行率は２１.６％だった。１２年度支出
予定額も含めると０９年度補正予算分の執行率は
６０.９％、１０年度分は３９.０％となる見込みで、全体では
５０.６％を見込んでいる。
●フォローアップで好事例の共有を
　構成員からは再生計画に基づく好事例を共有すべ
きとの意見や、個別事業の評価だけでなく、結果と
して２次・３次医療圏がどうなったかも評価するよ
う求める意見が上がった。
　地域医療再生基金は０９年度補正予算で、２次医療
圏を基本とした計画に基づく基金２３５０億円が１３年度
までの時限措置として創設された。１０年度補正予算
では３次医療圏まで範囲を拡充し２１００億円が上積み
された。（１１/６MEDIFAXより）

会計検査会計検査院院
医療給付費の不当支出を指摘／会計検査院の
１１年度報告
　会計検査院は１１月２日に野田佳彦首相に提出した
国の２０１１年度決算検査報告で、医療給付費について
国が約４億９１００万円を不当に負担していたとした。
健康保険の保険料徴収額が約３億７３００万円不足して
いたことなども指摘した。これらを含め厚生労働省
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に対しては、不当収入の約１６億６８００万円（７件）、不
当支出の約２９億８４００万円（１４６件）について法令・予
算の不当事項を指摘した。
　３１都道府県に所在する１５０医療機関・１５薬局に対し
て５８８の保険者が給付した０７－１２年度の医療費のう
ち、約９万５０００件で約１２億１９００万円が過大に支払わ
れていたとした。国の不当な負担はこのうち約４億
９１００万円。１０年度は約４億３９００万円だった。
　会計検査院が国が不当に負担したとする医療給付
費（医療機関数）を診療報酬項目別に見ると▽入院
基本料は約２億３０００万円（６１件）▽入院基本料等加
算は約６１００万円（１６件）▽在宅医療料は約５３００万円
（２４件）▽特定入院料は約５３００万円（３件）▽初診
料・再診料は約２３００万円（１６件）▽検査料は約２０００
万円（３件）▽医学管理料は約１５００万円（１０件）▽
処置料は約９００万円（８件）▽リハビリテーション料
などは約１１００万円（９件）▽調剤報酬は約１６００万円
（１５件）―となった。
　このほか会計検査院は▽国保組合への過大な療養
給付費補助金など（約２億２７００万円・５国保組合）
▽国保への過大な療養給付費負担金（約６億７１００万
円・５４市区町村）▽国保への過大な財政調整交付金
（約２億９３００万円・２５市区町・広域連合）▽過大な労
災診療費（約２７００万円・６６指定医療機関）▽過大な
生活保護費（約４７００万円・１３市区）▽過大な厚生労
働科学研究費補助金（約６００万円、旧国立がんセンタ
ー）―などを指摘した。（１１/６MEDIFAXより）

支払基支払基金金
審査支払制度の見直しで厚労省に要望／支払
基金
　社会保険診療報酬支払基金は１１月５日、電子レセ
プトの事務を円滑に行うための改善事項などを盛り
込んだ「審査支払制度等の見直しに関する要望」を
厚生労働省に提出した。支払基金の河内山哲朗理事
長が厚労省を訪問し、保険局の木倉敬之局長に要望
を提出した。
　要望では、電子レセプトに係る事務を円滑に行う
ための改善事項として▽審査支払機関への返戻再請
求および再審査などの申し出の電子化▽電子レセプ
トに則した記載要領（記録条件仕様）の見直し▽災
害時の請求支払いを円滑に行うための危機管理体制
の構築―の３点を記載。
　審査支払いに関する業務処理の質向上のための改

善事項では▽保険薬局における被保険者証での患者
の受給資格の確認▽地方厚生局から審査支払機関へ
の情報提供の改善▽保健医療機関の診療報酬請求権
の消滅時効の起算日の見直し―を要望。支払基金の
事業運営を改善するための見直しに関する要望とし
ては▽特定健診等決済代行業務の円滑実施のための
制度改正▽出産育児一時金の直接支払いに係る事業
拡大―を提示した。（１１/６MEDIFAXより）

ワクチワクチンン
ＨＰＶワクチン、１２００の自治体が全額助成／
専門家団体調査
　全国で約１２００の自治体がＨＰＶワクチンの接種を
全額公費助成していることが、民間団体「子宮頸が
ん征圧をめざす専門家会議」が実施したアンケート
調査で明らかになった。１０月１９日、同団体が東京都
内でシンポジウムを開き、調査結果を初めて公表し
た。
　アンケートは、２０１２年の６－８月に全国１７３８自治
体を対象に実施し、１３５４の自治体から回答を得た（有
効回収率７７.９％）。ＨＰＶワクチンの接種を全額公費
助成している自治体は１１９７自治体（８６.０％）で、個
人負担がある自治体は１５７自治体（１１.６％）だった。
　個人負担の金額は「１０００－２０００円未満」が６３.７％、
「４０００－５０００円未満」が７.６％、「５０００－６０００円未満」
が１１.５％だった。
　接種率が８０％以上の自治体では、９６.４％がワクチ
ンの接種を全額公費助成しており、全額公費助成が
高い接種率につながっていた。
　未接種者に接種勧奨を実施した自治体は７５８自治
体（５６.０％）で、勧奨手段はハガキや封書による働
き掛けが最も多かった。（１０/２２MEDIFAXより）

定期接定期接種種
定期接種化で市町村、数百億円の負担増へ／
３ワクチンで交渉大詰め
　２０１３年４月にＨＰＶ、Ｈｉｂ、小児用肺炎球菌の
３ワクチンが定期接種化された場合、予防接種の実
施主体である市町村の負担が数百億円程度、増える
見通しだ。財政状況の厳しい中、全国町村会はこの
点を懸念しており、国が責任を持って財政措置する
よう要望している。年末に向けて、ワクチン財源を
めぐる国と自治体の協議が大詰めを迎える。
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　厚生労働省によると、３ワクチンの年間接種費用
は約１２００億円。国の補正予算事業で国と市町村が接
種費用を４５％ずつ負担している。残り１０％の費用は、
市町村が負担した上で、被接種者から実費を徴収で
きることになっているが、ほとんどの市町村が費用
を持ち出している。市町村が負担する４５％の接種費
用は地方交付税により財源が保証されているため、
交付を受けた市町村では負担は１０％となる。
　一方、予防接種法が改正され、１３年４月から３ワ
クチンが定期接種化した場合、３ワクチンに対する
市町村の財源負担は重くなる。麻しん・風疹などの
定期接種の仕組みでは、地方交付税措置は低所得者
の接種費用相当額となっており、接種費用全体の
３０％程度。残る７０％は市町村が負担した上で被接種
者から実費徴収できる仕組みだ。ただ、ここでも多
くの市町村は実費を徴収していない。このため３ワ
クチンが定期接種化されると自治体の費用負担割合
は７０％に上がることになる。
　３ワクチンの接種費用を年間１２００億円とした場
合、定期接種化後の全市町村の負担額は８４０億円。全
市町村の現在の負担割合を１０％とすると、負担額は
現行の１２０億円から７２０億円増となる計算だ。実際に
は、市町村の財政状況によって地方交付税が手当て
される場合と、されない場合があり、負担割合には
幅があるが、いずれにしても数百億円規模の負担が
市町村側にのしかかる。財政難から実費徴収に踏み
切る自治体が出てきてもおかしくない。全国町村会
は１２年７月、自治体の財政力によって格差が生じな
いよう、国が責任を持って財政措置してほしいと政
府に要望した。
●予防接種法改正案、提出は通常国会か
　ワクチン財源をめぐる市町村と国の綱引きは、こ
れから年末にかけて本格化する。厚労・財務・総務
３省は３ワクチン定期接種化の財源として年少扶養
控除の廃止などに伴う地方増収分（約９００億円）の一
部を当てにしている。今後の調整で市町村の理解が
得られるかどうかがカギになる。政府は年末の予算
編成までに財源問題を決着させたい考えだ。
　厚労省は、財源問題にめどが付くまで予防接種法
改正案を国会提出しない方針で、法案の提出時期は、
１３年１月に召集される通常国会となる公算が大き
い。年度内に予防接種法改正案を可決し、予定通り
４月には定期接種を増やしたい考えだ。
（１０/１５MEDIFAXより）

特養不特養不足足
都市部の特養不足解消へ、高齢者の地方移住
促進／政府
　都市部で要介護高齢者が増加し、特別養護老人ホ
ームなどの介護施設が不足する事態の解消に向け、
政府が動き出した。１０月９日、内閣府や厚生労働省
の関係者、都市・地方政策や介護問題に関する有識
者が参加する「高齢者居住を中心とした自治体間連
携に関する調査」研究班が初会合を開いた。都市部
の高齢者が地方へ移住しやすい環境を整備し、都市
部の高齢者問題解消を目指す。地方での介護雇用の
創出など地方経済の活性化も見込んでいる。
　都市部での介護施設・ケア住宅の不足解消は、政
府の日本再生戦略にも盛り込まれている。研究班で
は、高齢者の地方移住を促進・阻害する要因や、都
市部と地方の自治体が連携する方法について検討す
る。
　研究班が想定する自治体間連携のイメージによる
と、都市部自治体の役割は▽地方に高齢者施設を整
備する費用を出す▽都市部から地方へ入居した高齢
者の介護・医療費を支出する▽移住した高齢者だけ
でなく、地域住民も利用可能な遠隔医療サービスを
提供する―など。一方、地方の自治体の役割は▽都
市部からの高齢者に就労の場を提供する▽移住した
高齢者を巻き込んだコミュニティーをつくる―な
ど。
　全都道府県と全市町村を対象にしたアンケート調
査を１０月から実施し、各自治体が抱える高齢者向け
介護施設整備の課題や、他自治体から中高年層を受
け入れるニーズがあるかどうかを把握する。東京都
の杉並区と静岡県の南伊豆町で自治体間連携のモデ
ル事業も実施し、報告を基に課題を洗い出す。
　研究班会議の座長には経済評論家の川本明氏が就
任。委員には東京大名誉教授の大森彌氏も名を連ね
た。オブザーバーとして▽内閣府の山崎史郎政策統
括官▽内閣府の原口剛政策統括官▽厚労省保険局の
大島一博保険課長▽厚労省社会・援護局総務課の荒
川英雄課長補佐▽厚労省老健局総務課の篠田浩課長
補佐▽厚労省老健局高齢者支援課の懸上忠寿課長補
佐―らが参加した。
　次回会合は１２月を予定しており、モデル自治体の
杉並区からの報告や、自治体間連携を進める上での
課題を検討する予定。（１０/１１MEDIFAXより）
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皆保皆保険険
日本の皆保険制度の経験「全世界で活用を」
／世界銀行総裁
　世界銀行グループのジム・ヨン・キム総裁は１０月
１１日、東京都内で開催中の国際通貨基金（ＩＭＦ）・
世銀年次総会で会見し、日本が各国の開発支援で強
みを発揮できる分野の一つに「皆保険制度」の経験
を挙げた。
　キム総裁は会見で「日本は皆保険について誇りを
もってしかるべきだ。非常に高い品質の（医療）サ
ービスが提供されている」と日本の公的保険制度を
高く評価。その上で、総会中に開かれる会合で「ど
のようにすれば日本の保険分野の経験を活用して、
全世界で活用できるかを話し合う」と述べた。世銀
は開発途上国に対する経済や社会の発展を支援する
国際開発金融機関。（１０/１２MEDIFAXより）

ＷＨＷＨＯＯ
２０２０年までに精神科長期病床２０％削減／ＷＨ
Ｏアクションプラン
　ＷＨＯは８月下旬に各国に対し「世界精神保健行
動計画（精神保健アクションプラン・２０１３－２０年」
を提示した。２０年までに世界各国が精神保健対策と
して取るべき行動目標を示したもので、長期入院型
の精神科施設を総合病院の短期入院型精神科病棟や
介護施設などに移行させることで、長期入院に使用
するベッド数を現状から２０％削減する指標を設定し
た。
　アクションプランは目標として▽精神保健政策・
リーダーシップの強化▽地域で一般保健サービスと
統合した包括的な精神保健および社会福祉サービス
を提供▽精神保健の普及・啓発・権利擁護の促進
（精神障害の予防および自殺対策含む）▽精神保健に
関する情報システム、エビデンス、研究を強化する
―を提示。ターゲット指標として「２０年までに８０％
の国で、保健予算のうち少なくとも５％を精神保健
に充てる」なども示した。
　精神科病院でのベッド数２０％削減については、ケ
アの中心を長期入院型精神科病院への収容から▽介
護施設や支援付き居住施設▽総合病院での入院型と
外来型ケア▽デイケアなどを含めた連携型のコミュ
ニティーベースの精神保健サービスネットワーク─
に体系移行すべきとしている。ＷＨＯによる精神科

病院の定義は「Mental Health Atlas ２０１１」に準拠し
ており、精神科病院では患者の２３％が１年以上入院
しているとしている。
●数値目標の意義・狙いなど照会中／厚労省・重藤
課長

　ＷＨＯ精神保健アクションプランを受け、厚生労
働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課
の重藤和弘課長は１０月１５日、取材に対して「大臣官
房国際課が現在、省内の担当部局からの疑義照会や
意見などを取りまとめ、ＷＨＯに返している段階だ。
ただ、世界保健総会の決議を受けＷＨＯが策定した
アクションプランであり、日本も加盟国として参考
にしていくことになる」と述べた。その上で、２０％
削減について「数値目標を設定する意義や狙いは何
か。２０％を数値目標とした根拠や背景が何かなどを
確認している」とし、精神科病院の状況が各国で異
なる中で数値目標を設定する意味について回答を求
めているとした。
●ＷＨＯアクションプランに協力／日精協・山崎会長
　一方、日本精神科病院協会の山崎學会長は、取材
に対して「精神科病院の長期病床を２０％削減する目
標について、日精協としては、精神科病床の施設転
換が進められるよう国内の関係機関に働き掛けてい
く予定で、ＷＨＯアクションプランの推進に協力し
ていきたい」と述べた。「現在の精神科病床を厳守す
る方針は取らない。むしろ、社会資源としての病床
を必要な施設へ転換することを選択したい。ただ、
会員病院が犠牲を払うことがないよう、確実に国の
施策として制度化していくことがカギになる」とも
語った。
　山崎会長は「日本の精神科病床約３０万床をめぐっ
て日精協は、医療を中心にした精神科病床から、施
設への転換の在り方の具体策について検討に入る」
とも述べ、協会内の医療政策委員会と医療経済委員
会に病床転換について諮問し、１３年早々にも答申を
提示してもらう予定とした。
（１０/１６MEDIFAXより）

算定過算定過誤誤
調剤報酬の算定過誤で留意事項／保険局医療課
　厚生労働省保険局医療課は、要介護認定を受けた
在宅療養患者に対して診療報酬（調剤報酬）上の
「在宅患者訪問薬剤管理指導料」を継続して算定する
誤りが見られるとして、保険薬局や在宅医療に関わ
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る医師に対して留意事項を示した。１０月９日付の事
務連絡で地方厚生局や都道府県に周知について協力
を求めた。
　介護保険制度には要介護被保険者に対する薬剤管
理指導を評価する「居宅療養管理指導費」があり、
在宅療養患者が要介護認定を受けた場合には診療報
酬上の「在宅患者訪問薬剤管理指導料」ではなく、
介護報酬上の「居宅療養管理指導費」を請求するこ
とになる。
　医療課は、患者が要介護認定を受けた後も、誤っ
て在宅患者訪問薬剤管理指導料を継続して算定して
いる事例があることから、▽保険薬局は、在宅患者
訪問薬剤管理指導料を算定している患者に対し、要
介護認定の有無を確認する▽在宅患者訪問薬剤管理
指導料について保険薬局に指示を行う医師は、患者
が要介護認定を申請した場合にはそのことを保険薬
局に情報提供する―などの留意事項を示した。
　在宅患者訪問薬剤管理指導料をめぐる算定上の過
誤については、会計検査院が２００９年度・１０年度の決
算検査報告の中で、国に不当な負担が発生している
と指摘していた。（１０/１６MEDIFAXより）

保険保険者者
「保険者機能」の定義明確化へ／厚労省委託事
業委員会が初会合
　「保険者機能の定義化」に向けて保険者の役割や取
り組みについて実態を把握するための委員会が１０月
１６日、東京都内で初会合を開いた。厚生労働省保険
局が２０１２年度委託事業として設置した「保険者機能
の評価に関する調査研究委員会」で、今後数回の会
合を開き、年度内にも報告書を取りまとめる。厚労
省は報告書の内容を踏まえた上で、これまで必ずし
も明確ではなかった「保険者機能」を定義するガイ
ドライン（ＧＬ）を作成する。
　厚労省は医療保険者の取り組みによる効果などに
ついて事例を収集し、現状を把握することを目的に
委員会を設置した。被用者保険や国保などの保険者
や有識者で構成する委員による議論を通して、保険
者の役割を整理し、年度末をめどに委員会としての
分析・提言などを盛り込んだ報告書をまとめる。実
態把握に向けて、保険者を対象としたアンケート調
査も実施する。
　座長には政策研究大学院大の島崎謙治教授が就任
した。会合は非公開。初会合では今後の議論の進め

方などを確認した。
　保険者機能は、レセプト点検やジェネリック使用
促進といった医療費適正化に向けた役割ばかりでは
ない。保険者による保険料徴収や保険給付、被保険
者の要件・資格の管理、保健事業なども保険者機能
に数えられるが、これまでこうした全般にわたる保
険者機能の概念について明確な定義はなかった。
　都道府県が第２期医療費適正化計画を作成するた
めの基本方針（９月２８日官報告示）では、▽医療費
適正化の推進▽加入者の健康づくりの推進▽医療提
供体制についての議論への参画―などの保険者機能
が円滑に発揮されるよう、都道府県に対してＧＬを
示すための検討を行うとしていた。厚労省は調査研
究委員会の報告書を踏まえ、１３年度、ＧＬ作成に向
けた検討を開始する。
　ＧＬで保険者の役割を明確化することで、これま
で保険者によってばらつきが見られた取り組みに、
一定の水準が要求されることになる可能性もある。
（１０/１７MEDIFAXより）

協会けん協会けんぽぽ
国庫補助率「維持」なら保険料率引き上げ／
協会けんぽ収支見通し
　全国健康保険協会（協会けんぽ、小林剛理事長）
は１１月２日、厚生労働省内で会見し、国庫補助や後
期高齢者支援金の負担方式への措置が現状のままと
なった場合、２０１３年度の保険料率（平均）を現在の
１０.０％から１０.１％に引き上げることになるなどの試
算を示した。
　協会けんぽは１２年度までの３年間で保険料率を
８.２％から１０.０％へと大幅に引き上げた。小林理事長
は会見で「保険料をこれ以上引き上げることはでき
ない」と述べ、年末の予算編成に向けて国庫補助率
の引き上げや、被用者保険が負担する後期高齢者支
援金の全面総報酬割化に向けた要請を続けるととも
に、協会けんぽの財政状況を議論することになって
いる１１月７日の社会保障審議会・医療保険部会で協
会の主張を強く展開すると述べた。
　協会けんぽは１２年度収支について、標準報酬月額
が見込みより高いことや４－７月の医療給付費の伸
びが見込みよりも低く推移していることから、単年
度の収支差はプラス２４８２億円となり、２年度連続の
黒字を見込む。年度末の準備金残高については４４３２
億円となる見込みだ。
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　１３年度については「国庫補助率１６.４％」「後期高齢
者支援金の負担の３分の１を総報酬割」とした１２度
までの３年間の特例措置を継続した場合（現状維
持）、単年度収支が均衡する「均衡保険料率」は０.１
ポイント引き上げて１０.１％にする必要があるとの試
算を示した。一方、協会が要望する「国庫補助率２０％
への引き上げ」「後期高齢者支援金負担の全額総報酬
割化」が実現した場合は、均衡保険料率は９.８％に引
き下げが可能との試算も示した。
　また、国庫補助率・後期高齢者支援金の負担方式
を現状維持し、保険料率を１０.０％に据え置いた場合、
１３年度の単年度収支差はマイナス８０２億円となり、準
備金残高が３６３０億円となる試算も示した。
●要望かなっても厳しい財政体質
　１３－１７年度の５年間の収支見込みについても試算
を示した。国庫補助率・後期高齢者支援金の負担方
式が協会の要望通りとなったとしても、賃金上昇率
が過去１０年間の平均（マイナス０.６％）で推移した場
合には、１４年度に収支が赤字化するとともに、１６年
度には準備金残高が枯渇する。この場合、均衡保険
料率も１７年度には１１.２％に引き上げることが必要に
なるという。（１１/５MEDIFAXより）

健保連・連健保連・連合合
高齢者医療、国民会議で議論を／民主ヒアリ
ングで健保連・連合
　民主党の厚生労働部門会議は１１月６日、２０１３年度
予算・税制改正の重点要望などを、健保連、連合、
日本製薬団体連合会、日本歯科医師会から聞き取っ
た。健保連と連合は、社会保障制度改革国民会議で
高齢者医療制度について積極的な議論をするよう求
めた。
　健保連は国民会議に対し、現役世代の負担が過重
になっている現状を改め、高齢者と現役世代でバラ
ンスよく負担する制度づくりの議論を進めることを
期待した。具体的には、高齢者医療制度への公費拡
充や、７０－７４歳の患者負担を２割にすることを求め
た。
　医療費の適正化も国民会議で強力に推進するよう
求めた。医療機関の機能分化や、病床数と平均在院
日数の削減に加え、消費増税に伴う診療報酬引き上
げの抑制を要求。健保連の白川修二専務理事はヒア
リング終了後、「医療費適正化は保険者側として努力
するが、国の制度・仕組みもぜひ見直してほしいと

お願いした」と語った。
　連合も、高齢者医療の支援金や自己負担割合の在
り方については、国民会議の中で議論すべきと指摘。
ただ、７０－７４歳の自己負担を法定の２割負担にする
ことについては慎重な議論が必要とした。
　効率化に関しては、後発医薬品の使用促進をさら
に推進すべきと主張。市販類似薬を保険対象外にす
ることは、所得による医療・健康格差を拡大させる
可能性があるとし、慎重な検討が必要とした。
（１１/７MEDIFAXより）

健保健保連連
診療報酬引き下げ、真剣に議論すべき／健保
連の白川専務理事
　健保連の白川修二専務理事は１１月６日、来賓とし
て出席した全国健康保険協会（協会けんぽ）の全国
大会で、医療費適正化を進める中で「診療報酬の引
き下げを真剣に議論しなければならない」と発言し
た。
　「私に言わせれば保険者崩壊だ」―。白川氏は保険
者の財政悪化により、国民皆保険制度が危機的状況
にあると強調。医療制度改革のポイントとして「医
療費適正化の推進」「高齢者医療制度の改革」が必要
だと述べた。
　医療費適正化を進めないことには、国も保険者も、
近い将来に財政破たんを来すとの認識を示し、医療
保険制度に医療費適正化施策を組み込む必要がある
と主張。効率的な医療提供体制の構築と診療報酬の
見直しが必要だと述べた上で、診療報酬については
引き下げを真剣に議論する必要性を示した。
　高齢者医療制度改革については、前期高齢者医療
への公費投入の拡大が必要だと指摘した。
（１１/７MEDIFAXより）

保団保団連連
医療へ大幅な国庫負担増額を／保団連、１３年
度政府予算へ要望書
　保団連は１０月１７日、「２０１３年度政府予算編成に対す
る要望書」を首相のほか関係大臣宛てに提出した。
保団連は中期財政フレームの実行によって社会保障
関係費が概算要求額から大幅に切り込まれ、医療費
抑制政策が進むと懸念。医療イノベーション５カ年
戦略の推進のために特別重点要求されていることか

京都保険医新聞

２３

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１６１号

２０１２年（平成２４年）1１月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８４０号



ら、医療の市場化が進むことも危惧している。大胆
に政策転換することで社会保障・医療費総額を引き
上げ、所得再分配機能を回復・強化し、患者負担を
軽減するよう求めた。
　主な要請項目は次の通り。
　▽患者窓口負担を「現役２割」「６５歳以上７５歳未満
は１割」「義務教育終了までの子供と７５歳以上高齢者
は無料」とする▽１４年度改定を待たずに診療報酬を
大幅に引き上げる▽「共通番号制」（マイナンバー法）
導入のための予算措置を行わない▽協会けんぽと国
保の国庫負担を引き上げる▽生活保護基準の引き下
げを行わない▽被災地や原発事故の警戒区域の特別
措置を継続する▽高額療養費制度の患者負担上限額
の大幅引き下げを実現する。
（１０/１９MEDIFAXより）

日日　医医
調剤報酬「院外・院内の価格差是正を」／日
医・鈴木常任理事
　日本医師会の鈴木邦彦常任理事は１０月２０日、東京
都内で開かれた全国医療法人経営セミナーの「医療・
介護の同時改定の検証と対策」のセッションで、「次
期診療報酬改定では、中小病院および診療所の評価
をアップさせるため、議論を開始していくことが必
要だ」と述べた。「薬価差益が圧縮されている中で、院
外の調剤報酬と院内調剤の価格差をなくすよう次期
診療報酬改定で検討すべき課題だ」とも指摘した。
　在宅医療の促進については「国家的な取り組み」
が必要とした。２０１２年度診療報酬改定では「強化型」
の在宅療養支援診療所（在支診）と在宅療養支援病
院（在支病）が創設されたが、日医の調査では在支
診ではない診療所が新たに在支診を届け出る動きは
少ないという。２４時間の体制確保が難しいとの意見
が上がっている。鈴木常任理事は「在宅医療は地域
医師会が中心となって、在支診以外の診療所が在支
診や在支病との連携体制を構築できるよう対応して
いくべきだ。診療報酬でも、強化型在支診、その他
の在支診、在支診以外でターミナルケア加算などに
点数格差があり、次期診療報酬改定で見直すよう議
論したい」と問題提起した。
　在宅医療については総合討論でも、座長の関健・
日本医療法人協会副会長（長野県医師会副会長）が
「地域医療における在支病、在支診の届け出数だけで
は、その地域の在宅医療の実態は把握できない。地

域医療計画を策定していく上で、計画と実態が大き
く乖離することがないよう留意すべき」と課題を挙
げた。
　一方、全日本病院協会の西澤寛俊会長は関座長の
質問を受け、入院基本料の検討状況について解説し
「次期診療報酬改定では、看護職員月平均夜勤７２時間
問題などが病院団体としても大きな課題になってい
くだろう」と述べた。（１０/２３MEDIFAXより）

「リスク伴う」、あらためて反対姿勢／看護師
特定認証に日医
　日本医師会は、厚生労働省が現在検討している「医
師の包括的指示に基づき看護師が特定の医行為（特
定行為）を診療の補助として実施する能力認証の枠
組み」に、あらためて反対意見を表明した。「チーム
医療推進のための看護業務検討ワーキンググループ
（ＷＧ）」が医行為分類案について募集していたパブ
リックコメントとして、日医の藤川謙二常任理事が
意見書を提出した。１０月２３日の同ＷＧで厚労省が公
表した。
　意見書では「難しい判断や侵襲性の高い行為を、
包括的指示で実施することはリスクを伴う」とし、
「『包括的指示で実施できる』と一律に規定すべきで
はない」と反対。医師がすぐに対応できない事態が
想定できるとも指摘した。２年以上の研修で幅広い
特定行為を実施する枠組みが構想されている点につ
いては「不要である」と一蹴した。
　同ＷＧが医行為分類案のパブリックコメントを募
集したことについても「まず制度そのものに対する
意見を問うべき」とし、「制度の創設が決定事項であ
るかのように、各論についての意見募集を行ったこ
とは遺憾」と不快感を示した。
（１０/２４MEDIFAXより）

横倉会長「国民と共に皆保険堅持」／日医は
医師代表唯一の団体
　日本医師会の横倉義武会長は１０月２８日、日医臨時
代議員会の冒頭に挨拶し「日医は医師を代表する唯
一の団体であり、医療関係団体の一つではなく、医
療全体をリードする唯一の団体」と強調した。その
上で「国民と共に歩む専門家集団としての医師会を
目指し、世界に冠たる国民皆保険の堅持を主軸に、
真に国民に求められる医療提供体制の実現に向けて
国民と共に努力したい」と宣言した。
●ボトムアップで「切れ目のない医療・介護を」
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　横倉会長は、国民の社会的共通資本としての地域
医療の再興が喫緊の課題と指摘。国は医療機能の分
化を推進し、施設から地域へ、医療から介護へとい
うイメージを描いているとし「国の方針を都道府県
の医療政策にいかに落とし込むかではなく、地域の
実態に基づいたものにすべき」と述べた。その上で
「会員一人一人が地域の中で担うべき役割を認識し、
ボトムアップ型の地域医療提供体制の再構築に向け
て“切れ目のない医療・介護”という視点を持つべ
きだ」とし、「地域の医療・介護から福祉まで全体を
見極め“切れ目のない医療・介護”の視点で提案で
きるのは地域医師会しかいない」と強調した。
　医師の偏在解消については▽地域医療の経験を医
師のキャリアアップの要件とする▽医療事故を刑事
訴追の対象にしない▽医師が勤務しやすい就業環境
の整備、特に急増している女性医師への支援▽初期
臨床研修のマッチングの見直し─の４点を提言し
た。
　社会保障制度改革推進法にも触れ、公的医療保険
制度について「原則として全ての国民が加入する仕
組みを維持する」とされたことに対し、「原則として
という表現は例外をつくる可能性がある」とあらた
めて懸念を示した。
　ＴＰＰについては「医療における株式会社の参入
の要求や、中医協における薬価決定プロセスへの干
渉などを通じて公的医療保険制度を揺るがすことが
問題」と指摘。国内でも、医療ツーリズムなど、こ
れまで米国が要求してきた営利産業化の動きが見ら
れるとし、「必要な規制改革は行わなければならない
が、過度な規制改革は絶対に受け入れるわけにはい
かない」と断言した。７月に閣議決定された日本再
生戦略で新たな特区を創設する方針が示されている
ことへの懸念も示した。
　その上で、公的医療保険の基本理念である「全て
の国民が同じ医療を受けられる制度」「全ての国民
が、支払い能力に応じて公平な負担をする制度」「将
来にわたって持続可能性のある制度」の３点を守る
決意で今後も臨むと強調した。
（１０/２９MEDIFAXより）

民間保険の現物給付商品を懸念／神奈川県保
険医協会
　保険会社の保険金を被保険者（患者）ではなく医
療機関に支払う仕組みを、金融庁の金融審議会ワー
キング・グループが検討していることに対し、神奈

川県保険医協会は政策部長談話で懸念を表明してい
る。
　談話では、米国のＨＭＯ（管理医療）を手本に民
間保険会社が現物給付型商品の開発を企図している
と指摘。「民間保険の現物給付商品が誕生すれば、公
的医療保険との混乱もさることながら、商品として
の優劣比較、価格・内容競争にいや応なくさらされ
る。皆保険からの離脱や形骸化が激しくなる」と危
惧している。（１０/１２MEDIFAXより）

 

タブレット、６０代以上医師の３割が利用／ケ
アネット調査
　医師・医療従事者向け情報サイトを運営するケア
ネットが行った意識調査で、スマートフォンやタブ
レット型端末などのスマートデバイスを医師の半数
以上が少なくとも１台は所有しているとの結果が出
た。世代別で見るとスマホは若い世代の医師ほど所
有率が高くなるが、タブレットは世代の偏りがあま
り見られず、６０代以上の医師ではスマホ所有率が
２５.８％、タブレット所有率が２９.２％と、タブレット端
末が好まれて利用されているようだ。
　調査は２０１２年９月にケアネットのサイトの会員を
対象にインターネットで回答を得た。有効回答１０００
件の世代別の内訳は▽３０代以下１９.２％▽４０代３９.１％
▽５０代３２.８％▽６０代以上８.９％。男女比は男性９０.３％、
女性９.７％となっている。
●活用度高いタブレット端末
　医療でのスマートデバイスの用途を尋ねたところ
▽医薬品・治療法に関する情報収集（書籍・論文以
外）▽医学・医療に関する書籍・論文閲覧▽医学・
医療関連のニュース閲覧―が多く、タブレット利用
者の４割以上がこうした用途で利用している。
　患者とのコミュニケーションを目的とした利用率
は、スマホ４.１％に対してタブレットは１４.７％と高く、
「インフォームド・コンセントの際、立体的で具体的
な説明ができ、患者の理解が深まる」といった声も
上がった。６０代のタブレット利用医師では「移動中
や学会の調べ物に使う際、スマホの画面は小さく見
にくい」との声もあった。（１０/１８MEDIFAXより）
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自分が認知症になったら…、施設入所希望
７６.６％／民間意識調査
　自身が認知症になった場合、施設への入所を希望
する人が７６.６％―。有料老人ホームなどを運営する
オリックス・リビング（東京都港区）が１１月１日に
公表した「介護に関する意識調査」で、こんな結果
が出た。
　同社は１１月１１日の「介護の日」にちなみ、認知症
や介護ロボット、サービス付き高齢者向け住宅など
に対する意識を調査した。１０月４日から５日にイン
ターネット上で実施し、４０代以上の男女１２３８人（男
性６８１人、女性５５７人）から回答を得た。
　自身が認知症になり、大切な人を忘れた場合の望
ましい対応を尋ねたところ、「施設に入る」が７６.６％、
「大切な人に介護してほしい」が１８.４％となり、施設
入所を希望する人が多くを占めた。施設に入りたい
理由としては「大切な人に迷惑を掛けたくない」が
６９.２％で最も多く、「他人に介護された方が気が楽」
の２１.４％が続いた。（１１/２MEDIFAXより）

医薬分業と後発品促進策、「効果は不明」／
日医総研ＷＰ
　日医総研は、政府が進める医薬分業・後発医薬品
使用促進についてまとめたワーキングペーパー（Ｗ
Ｐ）を公表した。国の政策導入により、調剤薬局や
後発品メーカーは経営が向上し、雇用が拡大するな
どの効果が出ており、今後の展開にも期待し先行投
資を行っていると分析。一方で、医薬分業や後発品
使用促進の成果は明らかではないと指摘した。
　ＷＰでは、医薬分業のメリットとして挙げられた
「重複投薬のダブルチェック」について、「重複投薬・
相互作用防止加算」の算定回数が少ないことから、
そもそも重複投薬そのものが少ない可能性があると
指摘。一方、「薬剤情報提供料」の算定回数が増加し
ており、処方内容の開示については院内処方でも進
んでいるとしている。
●医科医療費が調剤医療費に置き換えか
　調剤薬局にとっては報酬上のインセンティブがあ
ることから長期処方が進んでいる一方で、通院間隔
が開くことで再診の回数が減るとも説明。減少した
分は医科の財源に回されるわけではなく「現状を見
る限り、医科医療費が調剤医療費に置き換わってい
るように見受けられる」と指摘している。費用負担
の増加や二度手間といった患者負担のデメリットも
考慮し、総じて現状の医薬分業の効果に疑問を呈し

た。
　後発品の使用促進についても、先発医薬品の薬価
低下に一定の貢献があったとみる一方、薬剤単価は
上昇し薬剤費比率も縮小していないことから、高価
格の新薬の販売にシフトしたと推測している。
●政策を再評価し必要に応じ見直しを
　ただ、医薬分業・後発品の使用促進の流れを逆行
させることは困難とも指摘し、厚生労働省は総合的
に検証して政策を再評価し、必要に応じて見直しを
行うべきと主張した。参照価格制度の導入について
は時期尚早として問題視している。
　その上で、保険薬局や後発品メーカーのうち全国
展開している大手企業は、公的医療保険の下で医療
に参加しているという自覚を持ち、ドラッグストア
の調剤事業や医薬品メーカーの国内事業など、公的
医療保険に関する部分を独立させ、それぞれの業績
を報告する仕組みを設けることを提案している。
（１１/２MEDIFAXより）

特区活用による「営利産業化」を懸念／日医
総研ＷＰ
　日医総研はこのほど、これまでに設置された特区
での規制緩和などを整理し考察したワーキングペー
パー（ＷＰ）を公表した。医療分野では公的保険範
囲の縮小と医療の営利産業化の端緒となる懸念を払
拭できないと主張。一体的に注視していく必要があ
ると警戒感を示した。特区問題をめぐって日本医師
会は、特区対策委員会を設置し検討を進めている。
　構造改革特区は２００３年に創設。混合診療の解禁や
病院経営への株式会社の参入などが各地から提案さ
れた。保険外併用療養が創設される契機となったほ
か、０６年には高度美容外科医療を提供する株式会社
による診療所が横浜市に開設された。ただ、医療保
険制度、医療提供体制の規制改革が全国展開に至っ
たものはなかった。
　ＷＰでは、特区から要望のあった規制緩和の約７
割が全国展開していることを挙げて一定の成果があ
ったと認めたが、日本経済全体の活性化という目的
は達成できなかったと評価した。
　総合特区は１１年に創設された。１２年９月１日まで
に国際戦略総合特区に７地域、地域活性化総合特区
に３２地域が指定されている。関西イノベーション国
際戦略総合特区は、統合医療への保険外併用療養の
適用や株式会社の病院経営への参入を提案したが実
現には至っていない。
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　先端医療開発特区（スーパー特区）は０８年に２４課
題が採択された。ｉＰＳ細胞の応用や再生医療、革
新的医療機器の開発などが採択された。
　復興特区は東日本大震災の発生を受けて１１年に設
けられた。病院の医療従事者の配置要件の緩和、訪
問リハビリテーション事業所の開設要件の緩和など
が認められた。
　考察では、復興特区での医師配置基準の緩和など
地域活性化、地域再生に必要なものもあると評価し
た。一方、全ての国民に関係する規制緩和は特区で
の試行にも慎重であるべきと提言した。
（１０/１５MEDIFAXより）
 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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資料1

国民皆保険制度と地方自治体における医療
保障施策のさらなる発展を求める要望書

　京都府保険医協会は、京都府及び府内市町村に対し標記の要望書を提出。要望は、①社会保障制度改革推進法の抜本改正
あるいは廃止を求めること②都道府県医療計画の策定は住民にとって必要な医療を充足させることを第一義の目標とするこ
と③国民健康保険制度の運用改善と医療機関における窓口一部負担金の未収問題を解決すること―の３本を柱とした。本紙
第２８３９号に既報。

■ 京都府保険医協会　２０１２年１０月１６日 ■

　貴職におかれましては、日頃より住民の医療・福祉にご尽力いただき、誠にありがとうございます。
　この度、当協会は下記の諸点につき要望をとりまとめました。ご検討いただき、自治体施策、国への要
望・意見に反映いただきたく、お願い申し上げます。

記

１．国に対し、下記の諸点に関して社会保障制度改革推進法の抜本改正を求めてくださ
い。改正がならない場合は廃止を求めてください。

（１）　社会保障制度は、国・地方自治体に第１義的な実施責任があることを明記すること（法第２条１
関係）

（２）　社会保険保険料は、応能負担が原則であることを明確にするべきであり、所得に対して累進的に
比例する方法で計算し、かつ最低生活費に食い込まない水準とすることを明記すること。そして、
不足する財源を公費負担とすることを明記すること。（法第２条３関係）

（３）　医療保険制度について、「原則としてすべての国民が加入する仕組みの維持」という文言は無保険
者の存在を容認したかのような誤解をうむため、「国民皆保険制度の堅持」に改正すること（法第６
条関係）

（４）　医療保険制度について、「保険給付の対象となる療養の範囲の適正化」という文言は、保険で給付
する医療を削減するかのような誤解をうむため、「保険給付の対象となる療養の範囲の充実」に改正
すること（法第６条２関係）

京都府知事
山田　啓二　様

２０１２年１０月１６日

国民皆保険制度と地方自治体における 
医療保障施策のさらなる発展を求める要望書

京都府保険医協会
理事長　関　浩
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（５）　介護保険制度についての表記は、全文削除すること（法第７条関係）
（６）　社会保障制度改革国民会議を設置する場合は、患者・障害のある人たち、高齢者、医療・福祉現

場の専門職など、当事者を代表し得る者を少なくとも委員の半数とすること（法第９条関係）
（７）　生活保護制度についての表記は全文削除すること（法附則第２条関係）

２．都道府県医療計画の策定にあたっては、住民にとって必要な医療を充足させること
を第一義の目標にしてください

　（１）　医療計画策定に関連する国の基本政策のうち、下記の諸点について見直しを求めてください

１）　都道府県医療費適正化計画は、都道府県に「医療費抑制」を目標として押しつけ、それを実現し
うる医療提供体制を求める政策であり、医療計画の本来のあり方にそぐわない。国に見直しを求め
ること

２）　三位一体改革等による国庫負担削減は、地域の医療や福祉を痛めつけている。国に対し、医療・
保健衛生・社会福祉に対する国庫負担増額を求めること

３）　公立病院改革ガイドラインは、公的医療機関の再編・縮小を自治体に強いるものである。国に見
直しを求めること

４）　地方公共団体の財政の健全化に関する法律による、公的医療機関会計への連結実質赤字比率導入
は、結果的に自治体の医療提供体制を弱体化させる。これを撤回し、政策医療を担う主体への手厚
い財政支援を国に対して求めること

（２）　京都府保健医療計画（２０１３年度～）は、地方自治体による公的保障の重要性を踏まえて策
定してください

１）　京都府民が府内のどこで暮らしていても、必要な医療・介護・福祉が受けられるように、京都式
地域包括ケアシステム構想、京都府保健医療計画、京都府介護保険事業支援計画、京都府高齢者保
健福祉計画、京都府健康増進計画等の各計画・政策を貫く、総合的な医療・介護保障ビジョンをと
りまとめること

２）　国は通知において人口と患者流出入割合に即した二次医療圏の見直しを指示している。しかし、
二次医療圏は、行政的に見ても、また地域的文化的に見ても無理のないまとまりが基礎になってお
り、地域の実情もその単位で把握され、地域医療政策はそれを単位に組み立てられている。圏域内
における入院医療の数量的把握だけを尺度とした見直しは、地域医療を破壊する恐れがあり、慎重
に検討すること

３）　京都府の対人口１０万人医師数は全国最高水準とされるが、その多くは京都・乙訓医療圏に集中し、
北部・南部の医療圏は国平均を大きく下回っている。医師数の偏在以上に、診療科の偏在は深刻な
状況である。この間、府が取り組んでいる地域医療支援センターの取り組みを引き続き進め、実効
性ある医師確保策を行政と医療界が共同で検討するよう求める。同時に、医師・医療機関不足の著
しい地域における患者さんの医療機関へのアクセス保障について、早急に具体策を講じること

４）　新たに５事業と同列に位置付けられた「在宅医療」は、地域包括ケア体制確立の課題と不可分で
ある。住民の日常生活圏域内での医療・介護保障の実現に向けて、市町村レベルでの細やかな実態
把握を行い、市町村との共同で方針検討を行うこと

５）　地域で医療・介護を保障していくためには、公的機関やそれに従事する公務労働者の役割が極め
て重要である。保健所や福祉事務所等の公的機関を地域包括支援センターとの連携機関として計画
上明確に位置付けること

６）　地域の診療所は、初期救急、予防活動、園医・学校医、産業医、患者さんの暮らしにまつわる相



京都保険医新聞

第１６１号３０

２０１２年（平成２４年）１１月２５日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８４０号

談や多職種との連携等に取り組んできた。この取り組みなしに在宅医療は不可能である。国がこの
開業医医療の役割を軽視していることは問題である。府として正当に評価し、地域の開業医とも十
分に意見交換し、計画を策定すること。

３．国民健康保険制度の運用改善と医療機関における窓口一部負担金の未収問題を解
決してください

　（１）　市町村国民健康保険制度の制度・運用を改善してください

１）　府内の市町村国保において資格証明書交付を行わないようにすること
２）　故意に保険料を納付しない等、いわゆる「悪質滞納者」への対応は、外部委員を加えた「資格証
交付審査会」を設置する等、公正さの担保できる別の枠組みで検討すること

３）　市町村国保の適用対象であるにも関わらずその手続きを行っていない無保険者について実情を
把握すること。また他自治体からの転入に際しては、窓口で加入医療保険についての確認を行うこ
と

４）　保険料賦課に際しての均等割等の「応益割」部分は廃止し、賦課上限の撤廃、累進的な所得比例
方式への転換を行うこと。また、これに合わせてそれぞれの地域における最低生活費を設定し、そ
れを賦課の下限額として設定すること

５）　下記内容を国に求めること
①　被保険者の生活圧迫要因になりかねないような保険料引き上げや、一般会計繰入、前年度繰上
げ充用を行わずに済むだけの国庫負担の増額

②　保険料収納率に対する普通調整交付金の減額措置の廃止
③ 窓口一部負担金の緊急改定による患者負担の軽減
　　現役年齢の者＝２割
　　乳幼児・義務教育年齢の者＝無料化
　　高齢者＝１割
④　特定健康診査で市町村が行う独自診査項目の追加に対する国庫補助
⑤　健診実施率による高齢者支援金の加算・減算制度の見直し

６）　改正国保法による市町村国保の都道府県単位化が、地域での医療保障の後退につながらないよう
に手立てを講じていただきたい。特に、 京都府の後期高齢者医療広域連合への参画方針とそれを
契機にした国保都道府県単位化推進方針に関しては、府が表明しているとおり国民皆保険制度の堅
持方針と、国庫負担増額を目指すこと。

７）　京都府市町村国保等広域化支援方針による保険料収納対策の共同取組に関しては、京都地方税機
構への滞納事案移管を中止し、市町村が親身になって保険料滞納者の生活相談の窓口になるように
していただきたい。

　（２）　医療機関における窓口一部負担金の未収問題を解決してください

　地域住民の所得水準が低下し、窓口一部負担金が支払えないための受診手控えが増える一方で、医
療機関窓口においては、未収金問題が深刻化している。本来、被保険者の療養に要した費用について
は、保険者が責任を持って支払うべきであり、未収金については、保険者の方から被保険者に対して
支払いを求めていただきたい。具体的な制度運用についての検討をお願いしたい。

以　上
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資料2
豪雨被害救済に関する緊急要望書

　京都府保険医協会は、今夏の豪雨被害を受けて京都府及び府内市町村に対し標記の要望書を提出。要望は、①間近に水災
遭遇への危機が予想される際の対応②被災してしまった後の対応―のそれぞれについて個別策を要望し、その理由を記述し
ている。

■ 京都府保険医協会　２０１２年１０月２２日 ■

謹　啓
　平素より、府民の医療保障にご尽力を賜りますこと、まことにありがとうございます。
　さて今夏、７月１５日、８月１４日の豪雨は府民生活に甚大な影響をもたらしました。
　豪雨災害による被害は医療機関にも及び、当協会が把握したものだけで、７月１５日、８月１４日を合わせ
１２医療機関にもなりました。被災した医療機関の多くは、床上浸水・落雷等の被害に遭い、甚大な被害を
受けた医療機関では、フローリングの張り替え等はもとより、廃院を決意されたケースも発生しています。
　医療機関は設置・運営者の公民の違いを超えて、地域医療を支え、住民の生命と健康を守るかけがえの
ない存在です。
　今回、災害に見舞われた医療機関への支援と今後も予想される災害への備えにつき、下記項目のとおり
要望をとりまとめました。
　貴職におかれましては、財政状況厳しき折ではありますが、内容をご吟味頂き、必要な財政措置を講じ
ていただきますよう、よろしくお願いいたします。

謹　白

記

１．間近に水災遭遇への危機が予想される際の対応について

（１）　被災時に行政から受けられる支援や緊急時の連絡先に関し、情報提供・周知徹底を図って
ください

（要望理由）豪雨等による河川増水等により、間近に水害遭遇の危機が予測される際、被災を最小限に
抑えるべく、周囲への土のうの積み上げ等の措置が必要と考えます。
　急迫状況下における土のうの配布・積み上げ作業については、消防局等より支援が得られるものと
認識しているところです。

京都府知事
山田　啓二　様

２０１２年１０月２２日

豪雨被害救済に関する緊急要望書

京都府保険医協会
理事長　関　浩
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　しかしながら、かつて大規模水害に見舞われることの少なかった地域では、いざという時どこに連
絡をすべきかすら判然としないのが現状ではないでしょうか。
　この点についての情報提供・周知徹底を図ってください。

（２）　側溝等からの浸水に関しても同様に、行政による支援策や連絡先についての情報提供・周
知徹底を図ってください

（要望理由）今夏の豪雨被害では、河川に近接していない地域でも、医療機関付近の側溝から水が溢
れ、浸水に至るケースがありました。このケースは、河川増水以上に危険性が認識しづらく、日常的
な備えが難しい面があります。
　豪雨により、側溝につまったゴミ等が水害の原因になりかねないため、日常的な予防措置も重要と
考えています。こうしたケースについても、行政としてどのような支援をしていただけるのか、支援
を求めるための連絡先等について周知徹底を図ってください。

（３）　予防措置に関する行政の支援策、連絡先につきましても情報提供・周知徹底を図ってください

（要望理由）急迫時でなくとも、今後の災害に備え、予防的措置を行うことは、被害を最低限に食い止
めるために大切です。予防策としてあらかじめ土のうを購入する等、予防措置にあたって必要となる
費用への補助制度を検討してください。また、事前に土のうの確保を希望する場合、京都市内は土木
事務所、それ以外の市町村は役所・役場へ相談すれば、基本的に支給されると認識しています。この
点も含め、予防に関する行政の支援策・連絡先につきましても周知徹底を図ってください。

２．被災してしまった後の対応について

（１）　被災医療機関の１日も早い復旧に向け、土砂除去等の人員派遣や費用補助の制度化をして
ください

（要望理由）浸水により流れ込んだ土砂等の除去をしない限り、診療を再開することが出来ないのはい
うまでもありません。土砂の除去等に関する人員派遣や費用の補助を制度化していただきたく存じま
す。また、現在ある制度で活用できるものがあれば、周知徹底を図ってください。

（２）　被災した医療機関の復旧工事に対する補助金支給制度を創設してください

（要望理由）災害時における医療者の役割は重要であり、１日も早く保険医療機関の復旧を行う必要が
あります。ついては、保険医療機関部分の復旧工事への補助金支給制度を創設してください。また、
現在ある制度で活用できるものがあれば、周知徹底を図ってください。

（３）　浸水等による医療機器・薬剤等の再購入費用に対する補助制度を創設してください

（要望理由）浸水等による医療機器、ＩＴ機器類の損傷については、何かしらの保険をかけているケー
スが大半と考えられますが、保険が使えないケースも想定されます。そうした場合の修理や再購入費
用への補助制度を創設ください。また、保険の対象にならない備品類や薬剤の水没も起こり得ますの
で、その点も同様にご検討ください。

以　上
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Ⅰ．各部会よりの文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（10月９日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
【経営部会】
１．年金普及会員訪問状況
２．開業医の奥様向けセミナー（10月11日）状況
３．傷害疾病保険審査会（10月16日）状況
４．雇用管理相談日（10月18日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談状況
【政策部会】
１．第27回保団連医療研究集会（10月13～14日）状況
【保険部会】
１．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（９月12

日）状況
２．京都府生活保護医療個別指導立ち会い（９月28

日）状況
３．保団連「マスコミ懇談会」（10月４日）状況
４．保険講習会Ａ（10月17日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．伏見医師会との懇談会（10月４日）状況確認の
件

２．地区医師会長との懇談会（10月６日）状況確認
の件

３．2012年度第５回正副理事長会議（10月11日）状
況確認の件

４．会員入退会及び異動（10月９日～10月23日）に
関する承認の件

５．第17期（2011年９月１日～2012年８月31日）ア
ミス決算報告及び監査報告の件

【政策部会】
１．保団連第９回理事会（10月７日）状況確認の件
２．京都保険医新聞（第2836号）合評の件
【保険部会】
１．保険部会（10月２日・５日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．11月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．地区懇談会開催の件
４．第12回文化講座開催の件
【経営部会】
１．年金普及会員訪問の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全担当者交流会開催の件
【政策部会】
１．2012年度保団連公害視察会への参加の件
２．「戦争と医の倫理」国際シンポジウム出席の件
３．「戦争と医の倫理」パネル展示要員派遣の件
４．環境ハイキング開催の件
５．保団連政策部会への出席の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
２．保険審査通信検討委員会（10月５日）状況確認

の件
Ⅴ．特別討議
【政策部会】
１．医の倫理問題について
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協会だより（定例理事会要録から）

地区医師会とのとの懇談会ののご案内
場　　所時　間地　　区開催日

乙訓医師会会議室午後２時～乙訓医師会との懇談会１２月１０日月

プラザホテル・吉翠苑午後３時１５分～（懇談）
午後５時～（懇親）与謝・北丹医師会との懇談会１２月１５日土

京都ホテルオークラ午後２時３０分～左京医師会との懇談会２０１３年   　 
１月１２日土
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12月の無料相談日

担当＝坂本建築士１２月１２日（水） 午後２時～建 築 士

担当＝本宮社会保険労務士１２月２０日（木） 午後２時～雇 用 管 理
担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）１２月２０日（木） 午後１時～ファイナンシャルプランナー

 随時受付法 律

担当＝木谷税理士１２月２６日（水） 午後２時～税 理 士

専門家が無料でご相談に応じます（３０分間）。協会事務局へお申込み下さい。

１2月のレセプト受取・締切

10日月
労
災

10日月9日日8日土
基金
国保

◎◎閉 所○ 

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時３０分
　　　　　　　国保　午前８時３０分～午後５時１５分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時

  新規開業医向け    

日　時　１２月２０日（木）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会　ルームＡ 

内　容　①保険診療基礎知識　  ②レセプト審査

対　象　新規開業前後の医師、従業員の方

　　　　（新規開業の先生でなくても、日常診療整備の目的でご参加ください）

　＊資料準備の都合上、前日までにお電話にてお申し込み下さい。（保険部会 緯075-212-8877）

　＊次月（保険講習会Ｂ）は新規個別指導、医療法立入検査対策がテーマです。

「 保険講習会  ＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡＡ」のご案内
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四条通

六角通

三条通
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「赤ひげ」を
　　　語る
 「赤ひげ」保本 登 役
 高橋 佑一郎

小石川養生所を取り巻く
≪絆≫の物語

山本 周五郎／原作『赤ひげ診療譚』より
田島 栄／脚色・十島 英明／演出

日　時　2013年１月６日（日）
 昼の部（午前11時～）
場　所 四条「南座」
定　員 50人（申込先着順・第１次締切11月30日）
料　金 １等席（12,500円）を
 7,000円にて
演　目 「雪祭五人三番叟」
 「赤ひげ」

新出去定（赤ひげ）／嵐 圭史
保本 登／高橋 佑一郎

　「赤ひげ」は来年初春、南座へまいります。
　医療の現場はますます厳しい状況になり、格差
社会、教育、政治の問題は深刻化。
　その中で、赤ひげ先生の、弱者いじめの時の権
力者を怒り、それになにも言わない無知な庶民に
も怒る姿は今を生きる観客への痛烈なメッセージ
だと思います。
　そして私は

という保本登のセリフを信じ、新たな気持ちで舞
台に臨みます。
　初春、皆様と南座でお会いできるのを楽しみに
しております。

「人間は人間を愛するために
 生きているんだ。」

※ お申し込み・お問い合わせは
文化担当まで。

前進座初春公演　観劇会
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